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3  川越市 川島町 17 坂戸市  鶴ヶ島市
4 松伏町  春日部市 18 川口市 草加市
5 富士見市 ふじみ野市 19  寄居町 横瀬町
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30 ときがわ町 鳩山町
31 蕨　市 ※戸田市
32 本庄市  美里町
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火
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－ 1－

1、市町村の人口と世帯数

～

歳

～

歳

～

歳

歳
以
上

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町
さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町
ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町　
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

①
市
町
村
人
口

①
世
帯
数

②年齢階層3区分別人口

南
部

利
根

北
部

秩
父

合計/平均 

南
西
部

東
部

県
央

川
越
比
企

西
部

1 ページ



－ 2－

２、国民健康保険について

～

歳

～

歳

～

歳

人
世
帯

人
世
帯

人
世
帯

以
上

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市 － － －
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

県
央

川
越
比
企

秩
父

利
根

北
部

南
部

西
部

南
西
部

東
部

①
加
入
世
帯
数

②
被
保
険
者
数

③年齢階層別被保険者数 ④加入者数ごとの世帯数

2 ページ



－ 3－

２、国民健康保険について

～

歳

～

歳

～

歳

人
世
帯

人
世
帯

人
世
帯

以
上

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市 － － －
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

県
央

川
越
比
企

秩
父

利
根

北
部

南
部

西
部

南
西
部

東
部

①
加
入
世
帯
数

②
被
保
険
者
数

③年齢階層別被保険者数 ④加入者数ごとの世帯数

2 ページ

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

100万円以下
100～
300万円

300万円超

加
入
世
帯
比

100万円
未満

100～300
万円

300万円
以上

未集計 未集計 未集計 未集計

不明 不明 不明

不明 不明 不明

未集計 未集計 未集計

質問条件では抽出不可質問条件では抽出不可質問条件では抽出不可

⑤所得階層別世帯数
⑥
滞
納
世
帯
数

⑦所得別の滞納世帯数

3 ページ



－ 4－

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

不
動
産

預
貯
金

生
命
保
険

　
内
、

学
資
保
険

物
品

給
与

年
金

税
還
付
金

総
件
数

未集計

未集計

不明

⑧滞納による単独財産差押え

4 ページ

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

⑩2022年度に執行した滞納処分の停止実施状況

実
件
数

金
額

無
財
産

金
額

生
活
困
窮

金
額

所
在
不
明

⑨換価し滞納金に充当した
実件数と金額

5 ページ



－ 5－

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

⑩2022年度に執行した滞納処分の停止実施状況

実
件
数

金
額

無
財
産

金
額

生
活
困
窮

金
額

所
在
不
明

⑨換価し滞納金に充当した
実件数と金額

5 ページ



－ 6－

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

金
額

総
件
数

金
額

6ヵ月
6ヵ月
６ヵ月
6ヵ月
6ヵ月
6ヵ月
6ヵ月
6か月
6ヵ月
６ヵ月
4ヶ月
6ヵ月
6ヵ月
6ヵ月
6ヵ月
6ヵ月
6ヵ月
6ヵ月

6か月、4か月
6ヵ月
6ヵ月
6ヵ月
6ヵ月
6ヵ月

4ヵ月、6ヵ月
6ヵ月
6ヵ月
3ヵ月

6ヵ月、4ヵ月
6ヵ月、3ヵ月

6ヵ月、3ヵ月、1ヵ月
6ヵ月
なし
3ヵ月
3ヶ月
1ヵ月
1ヵ月

6ヵ月、3ヵ月
4カ月　1カ月

4ヵ月
6ヵ月

6ヵ月、1ヵ月
6ヵ月

6ヵ月、3ヵ月
6ヵ月
6ヵ月
6ヵ月
６ヵ月
6ヵ月
6ヵ月
6ヵ月
6ヵ月
6ヵ月
6ヵ月
6ヵ月

6ヵ月・３ヵ月
６ヵ月、３ヵ月
4か月、6か月

6ヵ月
6ヵ月
3ヵ月

6ヶ月、1ヶ月
1ヶ月

⑫
短
期

被
保
険
者
数

⑪
資
格
証
明
書
発
行

世
帯
数

⑫
短
期
保
険
証

発
行
世
帯
数

⑫
短
期
保
険
証

有
効
期
間

つづき
⑩2022年度に執行した滞納処分の停止実施状況

6 ページ



－ 7－

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

内
、

住
所
不
明

内
、

住
所
不
明

内
、

住
所
不
明

マ
イ
ナ
保
険
証

持
っ

て
い
な
い
被

保
険
者
へ
発
行

す
べ
て
の

被
保
険
者
に

発
行

資
格
確
認
書
　
資

格
の
有
効
期
限
年

月
日

「

解
除
」

案
内
予

定
の
有
無

経
過
措
置
後
の
受

診
は
マ
イ
ナ
保
険

証
の
み
の
通
知
有

無

○ × ○ ○ 検討中
○ × ○ × 検討中

未定 未定 未定 未定 未定 検討中
○ × ○ ○ 検討中
× ○ ○ ○ 無
× × ○ ○ 有
○ × × × 無
○ × ○ × 検討中
○ × × × 無
× ○（持っている人は希望者のみ） × × 検討中
○ × × × 検討中
○ × × × 有
○ × ○ ○ 検討中
○ × × × 検討中
○ × ○ ○ 検討中
○ × ○ ○ 検討中
○ × × × 無
○ × ○ × 無
○ × × × 検討中
○ × ○ ○ 無

検討中 検討中 検討中 検討中 検討中 検討中
○ × ○ ○ 検討中
○ × ○ ○ 有
○ × ○ × 検討中
○ × ○ ○ 無
○ × × × 検討中
× ○ × × 検討中
○ × × × 検討中
○ × × ○ 検討中
○ × × × 検討中
○ × 検討中 検討中 検討中 検討中
○ × × × 検討中
○ × ○ ○ 無
○ × × ○ 検討中
○ × ○ ○ 検討中
× ○ × × 検討中
○ ○ ○ ○ 検討中
○ 未定 × × 無
○ × ○ × 検討中
○ × × × 検討中

検討中 検討中 検討中 検討中 検討中
○ ○ 検討中
○ × ○ ○ 検討中
○ ○ × 検討中
○ × × × 検討中
○ × × ○ 検討中
○ × × × 検討中
○ × 検討中 検討中 検討中
○ × ○ ○ 有
○ × 毎年の0731 × × 検討中

未定 未定 × × 検討中
○ × × × 検討中
○ × ○ ○ 検討中
× × ○ × 検討中
○ × × × 検討中
○ 未定 未定 検討中
○ × ○ ○ 検討中
○ × ○ ○ 検討中
○ × ○ ○ 検討中
○ × × × 検討中
○ × ○ ○ 検討中
○ × ○ ○ 検討中
○ × ○ ○ 検討中

⑬
窓
口
留
置
世
帯
数

通
常
保
険
証

⑬
窓
口
留
置
世
帯
数

短
期
保
険
証

⑬
窓
口
留
置
世
帯
数

資
格
証
明
書

⑭マイナ保険証の資格確認書
発行について

⑮
従
来
短
期
証
廃
止
後

対
応

有
、

無
、

検
討
中
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－ 8－

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

「

軽
減
な
し
」

世
帯
数

「

軽
減
な
し
」

児
童
人
数

「

２
割
軽
減
」

世
帯
数

同
左

児
童
人
数

「

割
軽
減
」

世
帯
数

同
左

児
童
人
数

「

割
軽
減
」

世
帯
数

同
左

児
童
人
数

未集計 未集計 未集計 未集計

未集計 未集計 未集計 未集計

算出不可能 算出不可能 算出不可能 算出不可能 算出不可能 算出不可能 算出不可能 算出不可能

⑯令和4年度からの未就学児の均等割軽減
所得による軽減区分　対象世帯数と未就学児童人数
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－ 9－

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

　⑰多子世帯の子どもの均等割軽減制度

対象年齢

所
得
制
限
有
無

18歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある国民健康保険の被保険者が3人以上いる世帯 無

なし 無
賦課期日の属する年の翌年3月31日に18歳未満の被保険者が3人以上いる世帯の納税義務者 無

１８歳未満第３子以降の者 無

制度なし

年度末１８歳以下 有
無し ―
18歳未満（18歳に達した最初の3月31日までの子を含む。）の加入者が2人以上いる場合で、第2子以降の方 有

― ―
無

年度内18歳以下の被保険者のうち年齢が高い者から数えて３番目以降の者 無

なし
18歳未満 有

－ －
制度なし

― ―
なし

無 無

該当なし 無

同一世帯内１８歳以下３人目以降、高校生世代 無

18歳以下の国保加入者が３人以上いる世帯で前年度以前の町税等に滞納 無

該当なし 無

年度末18歳以下 無

令和6年度から19歳未満（第1子から） 無

有３
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－ 10 －

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

　つづき　⑰多子世帯の子どもの均等割軽減制度

申
請
有
無

減
免
割
合

対
象
世
帯
数

人
数

年
度

減
免
総
額
実
績

2024年度
見込み額
(予算）

有 高校生年代までの被保険者のうち3人目以降の均等割額の全額免除

無 なし なし なし なし なし
有 18歳未満の被保険者が3人以上いる場合、最年長の者から数えて3番目以

有 均等割10割

有 第３子以降の均等割全額軽減（医療分・支援分）
― ― ― ― ― ―
有 均等割10割

― ― ― ― ― ―
無

有 均等割　全額

有 均等割100％

－ － － － － －

― ― ― ― ― ―

無 無

無

有 均等割100%

有 18歳以上の3人目以降の国保加入者均等割額】

無

有 第３子以降均等割全額

無 均等割の全額
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－ 11 －

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

⑱保険税の減免実施状況

７
割
軽
減

世
帯 割

軽
減
額

割
軽
減

世
帯 割

軽
減
額

２
割

軽
減
世
帯

２
割

軽
減
額

そ
の
他

世
帯

そ
の
他
世
帯

軽
減
額

軽
減
世
帯
数
合
計

軽
減
額
合
計

― ―
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－ 12 －

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

減
免
を
申
請
し
た

世
帯
数

減
免
実
施

総
世
帯
数

減
免
実
施

金
額
）

災
害
等

事
業
廃
止
等

生
活
困
窮

旧
被
扶
養
者

そ
の
他

申
請
世
帯
数

世
帯
数

減
免
実
施

実
施
総
額

未集計

⑲国保法77条・条例等による
保険税減免

内訳(世帯）
⑳国保法44条、
一部負担金減免
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－ 13 －

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

所
得
割

（

医
療
分
）

資
産
割

（

医
療
分
）

均
等
割

（

医
療
分
）

平
等
割

（

医
療
分
）

賦
課
限
度
額

（

万
円
）

所
得
割

（

後
期
分
）

均
等
割

（

後
期
分
）

賦
課
限
度
額

（

万
円
）

所
得
割

（

介
護
分
）

均
等
割

（

介
護
分
）

賦
課
限
度
額

（

万
円
）

― ―

㉑(2)2024年度保険税
(後期分）

㉑(3)2024年度保険税
(介護分）

㉑(1)2024年度の保険税(医療分）

13 ページ



－ 14 －

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

所得100万円 所得200万円
所得

100万円
所得

200万円
所得200万円 所得300万円

㉒(1)一人世帯(63才）
国保税（年）

㉒(2)二人世帯
(63才妻収入ゼロ）

国保税（年）

㉒(3)四人世帯
国保税（年）

最高額

最少額
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－ 15 －

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

㉓国保会計決算、県からの支出金について

【2022年度決算】
収入総額

【2022年度決算】
国民健康保険税

収入

【2022年度決算】
国庫支出金

収入

【2022年度決算】
県支出金
収入

【2022年度決算】
繰入金
収入
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－ 16 －

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

　つづき　㉓国保会計決算、県からの支出金について

【2022年度決算】
繰越金
収入

【2022年度決算】
諸収入

【2022年度決算】
その他
収入

【2022年度決算】
支出総額

【2022年度決算】
総務費
支出

【2022年度決算】
保険給付費

支出
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－ 17 －

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

つづき　㉓国保会計決算、県からの支出金

【2022年度決算】
事業費納付金

支出

【2022年度決算】
保健事業費

支出

【2022年度決算】
基金積立金

支出

【2022年度決算】
諸支出金

【2022年度決算】
その他
支出金

17 ページ



－ 18 －

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

つづき　㉓国保会計決算、県からの支出金について

【2022年度決算】
収入－支出差引残高

【2022年度決算】
基金残高

(2023/3/31現在）

【2023年度決算/見込】
収入総額

【2023年度決算/見込】
国民健康保険税

収入

未定 未定
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－ 19 －

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

つづき　㉓国保会計決算、県からの支出金について

【2023年度決算/見込】
国庫支出金

収入

【2023年度決算/見込】
県支出金
収入

【2023年度決算/見込】
繰入金
収入

【2023年度決算/見込】
繰越金
収入

【2023年度決算/見込】
諸収入

未定 未定 未定
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－ 20 －

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

つづき　㉓国保会計　県からの支出金について

【2023年度決算/
見込】
その他
収入

【2023年度決算/
見込】
支出総額

【2023年度決算/
見込】
総務費
支出

【2023年度決算/
見込】

保険給付費
支出

【2023年度決算/
見込】

事業費納付金
支出

【2023年度決算/
見込】

保健事業費
支出

未定 未定 未定 未定 未定
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－ 21 －

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

つづき　㉓国保会計　県からの支出金について

【2023年度決算】
基金積立金

支出

【2023年度決算/
見込】
諸支出金

【2023年度決算/見込】
その他　支出金

【2023年度決算/
見込】

収入－支出
差引残高

【2023年度決算/
見込】
基金残高

(2024/3/31現在）

未定 未定 未定 未定
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－ 22 －

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

つづき　㉓国保会計　県からの支出金について

【2024年度予算】
収入総額

【2024年度予算】
国民健康保険税

収入

【2024年度予算】
国庫支出金

収入

【2024年度予算】
県支出金
収入

【2024年度予算】
繰入金
収入
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－ 23 －

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

つづき　㉓国保会計　県からの支出金について

【2024年度予算】
繰越金
収入

【2024年度予算】
諸収入

【2024年度予算】
その他 収入

【2024年度予算】
支出総額

【2024年度予算】
総務費
支出
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－ 24 －

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

つづき　㉓国保会計　県からの支出金について

【2024年度予算】
保険給付費

支出

【2024年度予算】
事業費納付金

支出

【2024年度予算】
保健事業費

支出

【2024年度
予算】

基金積立金
支出

【2024年度予算】
諸支出金

【2024年度
予算】
その他
支出金

【2024年度
予算】

収入－支出
差引残高
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－ 25 －

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

㉔一般会計から国保会計への法定外繰り入れ (円／年）

2022年度決算
総額

2022年度決算
補填等目的

2022年度決算
補填等以外

2023年度決算
見込　総額

2023年度決算
補填等目的

2023年度決算
補填等以外

未定 未定 未定

未定 未定 未定

未定 未定
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－ 26 －

通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

つづき　㉔一般会計からの法定外繰入（円／年）

2024年度予算
総額

2024年度
決算補填等目的

2024年度決算
補填等以外

2022年度
決算額
円／年

2023年度
決算見込み
円／年

2024年度
予算
円／年

未定 未定 未定

未定 未定 未定

未定 未定

㉔一世帯当たりの
法定外繰入額
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通し番号
川口市
蕨市

戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市

富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市

東松山市
坂戸市

鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町

小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

特
定
健
診

自
己
負
担
有
無

胸
部
レ
ン
ト
ゲ
ン

直
接
撮
影
有
無

年
度

受
診
率

年
度

受
診
率
見
込

年
度

受
診
率
目
標

申
請
世
帯
数

実
施
世
帯
数

実
施
総
額

申
請
件
数

実
施
件
数

総
額

年
以
降

も
続
け
る
場
合
〇

印

事
業
主
本
人
の
傷

病
見
舞
金
制
度
の

有
無

公
募

傍
聴

無 無 × 無 ○ ○
有 無 × 無 ○ ○

無 無 無 ○ ○
無 無 無 ○ ○

有 無 ○ 有 ○ ○
有 有 無 ○ ○

無 無 無 ○
無 無 ○ 無
無 無 ○ 無 ○
無 無 無 × ○

有 無 無 ○ ○
無 無 無 ○ ○
無 無 × 無 ○ ○
無 無 無 ○ ○
無 有 無 ○

有 有 無 ○ ○
有 無 無

無 無 ○ 無 ○ ○
無 無 無 〇 ○
無 無 ○ 無 ○
無 無 無

有 有 無 ○ ○
無 有 ○ 無
無 有 無 ○ ○
無 無 無 ○ ○

有 無 ― ― ― 無 ○
無 無 ○ 無 ○ ○
無 無 無
無 無 無 ○

有 無 無
有 無 × 無 ○
有 無 × 無 × ○

無 有 ○ 無 ○ ×
無 有 × 無 ○ 〇
無 有 無 ○
無 有 無
無 無 × 無 × ×

有 有 ○ 無 ○ ○
無 無 ○ 無 ○
無 無 無 ○
無 無 × 無 × ○
無 無 無 ○
無 無 無 ○ ○
無 無 無 ○

有 無 ○ 無
無 無 無 ○ ○
無 無 無 ○ ○
無 有 無 × ○
無 有 無 ○ ○
無 無 無 ○ ○

有 無 無 ○
無 無 無 ○
無 有 無 ○ ○

有 無 無 ○ ○
無 無 × 無 × ×
無 有 ○
無 有 ○ 有 ○
無 有 無 ○

有 有 無
無 有 無
無 有 無
無 無 無
無 無 無

有の数

㉗新型コロナによる傷病手当金
(2023年度）

㉘国保運営
協議会

㉕特定健診
㉖ 新型コロナによる

保険税減免
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－ 27 －

通し番号
川口市
蕨市

戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市

富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市

東松山市
坂戸市

鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町

小鹿野町

合計/平均 

２、国民健康保険について

特
定
健
診

自
己
負
担
有
無

胸
部
レ
ン
ト
ゲ
ン

直
接
撮
影
有
無

年
度

受
診
率

年
度

受
診
率
見
込

年
度

受
診
率
目
標

申
請
世
帯
数

実
施
世
帯
数

実
施
総
額

申
請
件
数

実
施
件
数

総
額

年
以
降

も
続
け
る
場
合
〇

印

事
業
主
本
人
の
傷

病
見
舞
金
制
度
の

有
無

公
募

傍
聴

無 無 × 無 ○ ○
有 無 × 無 ○ ○

無 無 無 ○ ○
無 無 無 ○ ○

有 無 ○ 有 ○ ○
有 有 無 ○ ○

無 無 無 ○
無 無 ○ 無
無 無 ○ 無 ○
無 無 無 × ○

有 無 無 ○ ○
無 無 無 ○ ○
無 無 × 無 ○ ○
無 無 無 ○ ○
無 有 無 ○

有 有 無 ○ ○
有 無 無

無 無 ○ 無 ○ ○
無 無 無 〇 ○
無 無 ○ 無 ○
無 無 無

有 有 無 ○ ○
無 有 ○ 無
無 有 無 ○ ○
無 無 無 ○ ○

有 無 ― ― ― 無 ○
無 無 ○ 無 ○ ○
無 無 無
無 無 無 ○

有 無 無
有 無 × 無 ○
有 無 × 無 × ○

無 有 ○ 無 ○ ×
無 有 × 無 ○ 〇
無 有 無 ○
無 有 無
無 無 × 無 × ×

有 有 ○ 無 ○ ○
無 無 ○ 無 ○
無 無 無 ○
無 無 × 無 × ○
無 無 無 ○
無 無 無 ○ ○
無 無 無 ○

有 無 ○ 無
無 無 無 ○ ○
無 無 無 ○ ○
無 有 無 × ○
無 有 無 ○ ○
無 無 無 ○ ○

有 無 無 ○
無 無 無 ○
無 有 無 ○ ○

有 無 無 ○ ○
無 無 × 無 × ×
無 有 ○
無 有 ○ 有 ○
無 有 無 ○

有 有 無
無 有 無
無 有 無
無 無 無
無 無 無

有の数

㉗新型コロナによる傷病手当金
(2023年度）

㉘国保運営
協議会

㉕特定健診
㉖ 新型コロナによる

保険税減免
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３、障害者医療費および子ども医療費の助成制度について　　　

(1)所得制限の実
施

実施する、しな
い

　(2)入院時
食事代補助

以前から実施
２４年度から

実施した
実施して
いない

通し番号
川口市 実施している ○
蕨市 実施している ○

戸田市 実施している 全額補助 ○

朝霞市 実施している 一部補助 ○

志木市 実施している ○

和光市 実施している ○
新座市 実施している なし ○
富士見市 実施している 一部補助 ○
ふじみ野市 実施している ○
三芳町 実施している ○
春日部市 実施している ○
草加市 実施している 一部補助 ○
越谷市 実施している 補助なし ○
八潮市 実施している 一部補助 ○
三郷市 実施している ○
吉川市 実施している ○
松伏町 実施している ○

さいたま市 実施している ○
鴻巣市 実施している ○
上尾市 実施している 一部補助 ○
桶川市 実施している ○
北本市 実施している ○
伊奈町 実施している 一部補助 ○
川越市 実施している ○
東松山市 実施している ○

坂戸市 実施している 一部補助 ○

鶴ヶ島市 実施している 補助していない ○
毛呂山町 実施している ○
越生町 実施している ○
滑川町 実施している 一部補助 ○
嵐山町 実施している なし ○
小川町 実施している ○
川島町 実施している 補助なし ○
吉見町 実施している ○
鳩山町 実施している ○
ときがわ町 実施している ○
東秩父村 実施している 全額補助 ○
所沢市 実施している 一部補助 ○
飯能市 実施している 全額補助 ○
狭山市 実施している 一部補助 ○

入間市 実施している 一部補助 ○

日高市 実施している ○
行田市 実施している ○
加須市 実施している 一部補助 ○
羽生市 実施している ○
久喜市 実施している 一部補助 ○
蓮田市 実施している ○
幸手市 実施している ○
宮代町 実施している 補助なし ○
白岡市 実施している ○
杉戸町 実施している ○
熊谷市 実施している 一部補助 ○
本庄市 実施している 一部補助 ○
深谷市 実施している ○
美里町 実施している 一部補助 ○
神川町 実施している 全額補助（18歳年度末まで） ○
上里町 実施している 全額補助（18歳年度末まで） ○
寄居町 実施している ○
秩父市 実施している ○
横瀬町 実施している 一部補助 ○
皆野町 実施している ○
長瀞町 実施している ○
小鹿野町 実施している ○

川
越
比
企

南
部

南
西
部

東
部

県
央

①重度心身障害者医療の公費負担
県基準

①重度心身障害者医療の公費負担県基準
　(３)現物給付について

西
部

利
根

北
部

秩
父

合計/平均 
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通し番号
川口市
蕨市

戸田市

朝霞市

志木市

和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市

坂戸市

鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町
ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市

入間市

日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

３、障害者医療費および子ども医療費の助成制度について　　　

入
院

通
院

完
納
要
件

所
得
制
限

入
院
時
食
事
代

補
助

中学卒業まで 中学卒業まで 有 無
高３まで 高３まで 無 無 全額補助

18歳に達する日以後の最初の3月31日まで
１５歳に達する日以後の最初の3月31日まで（R6.7
月診療分から１８歳まで）

無 無 全額補助

高校卒業まで 高校卒業まで 無 無 一部補助

高校卒業まで 中学卒業まで、７月から高校卒業まで
有、６月
から無

無

中学卒業まで 中学卒業まで 無 無
高校卒業まで 中学卒業まで（７月診療分から高校卒業までに 無 無
高３まで 高３まで 無 無 無
18歳の年度末まで 18歳の年度末まで 無 無
高３まで 高３まで 無 無 無
高校卒業まで 高校卒業まで 無 無 補助なし
高校卒業まで 高校卒業まで 無 無
高３まで 高３まで 無 無 補助なし
高校３年生相当の年度末まで 高校３年生相当の年度末まで 無 無 なし
高校卒業まで 高校卒業まで 無 無
中学卒業まで（R6.9診療分から高校卒業まで拡大） 中学卒業まで（R6.9診療分から高校卒業まで拡大） 無 無
１８歳年度末まで １８歳年度末まで 有 無
中学校卒業前まで 中学校卒業前まで 無 無
18歳になった年の年度末 18歳になった年の年度末 無 無
高３まで 高３まで 無 無
高校卒業まで、１８歳 高校卒業まで、１８歳 無 無
高３まで 高３まで 無 無
高３まで 高３まで 無 無 一部補助
高３まで 高３まで 無 無
高３まで 高３まで 無 無 全額補助
令和６年９月診療分までは１５歳年度末まで、令
和６年１０月診療分から１８歳年度末まで

令和６年９月診療分までは１５歳年度末まで、
令和６年１０月診療分から１８歳年度末まで

無 無 一部補助

９月末までは中学卒業まで、１０月以降は高校卒 ９月末までは中学卒業まで、１０月以降は高校 無 無補助していない
高校卒業まで 高校卒業まで 無 無
高３まで 高３まで 無 無 全額補助
高３まで 高３まで 無 無 全部補助
高校卒業まで 高校卒業まで 無 無 全額補助
高３卒業まで 高３卒業まで 無 無 全額補助
高3まで 高3まで 無 無 全額補助
18歳になった年の年度末 18歳になった年の年度末 無 無 補助なし
高3まで 高3まで 無 無
高3まで 高3まで 無 無 全額
18歳年度末まで 18歳年度末まで 無 無 全額補助
令和６年９月までは１５歳まで 令和６年９月までは１５歳まで 無 無 補助なし
18歳年度末まで 18歳年度末まで 無 無 全額補助
高校卒業まで 高校卒業まで 無 無 全額補助

R6.9.30診療分まで中学卒業まで。R6.10.1診療
分以降万18歳年度末まで

R6.9.30診療分まで中学卒業まで。R6.10.1診
療分以降万18歳年度末まで

無 無 全額補助

18歳になった年度の３月３１日まで 18歳になった年度の３月３１日まで 無 無 全額補助
高校３年生まで 高校３年生まで 無 無 全額補助
18歳年度末まで 18歳年度末まで 無 無 全額補助
18歳年度末まで 18歳年度末まで 無 無
高３まで 高３まで 無 無 全額補助
満１８歳に達する日以後の最初の３月３１日まで 満１８歳に達する日以後の最初の３月３１日まで 無 無 無
令和6年9月まで　中学卒業まで 令和6年9月まで　中学卒業まで 無 無
18歳に達する年度末まで 18歳に達する年度末まで 無 無 補助なし
高校卒業まで 高校卒業まで 無 無
高校卒業まで 高校卒業まで 無 無
18歳年度末まで 18歳年度末まで 有 無 一部補助
高３まで 高３まで 無 無 全額補助
高校卒業まで 高校卒業まで 無 無 実施無し
高3まで 高３まで 無 無 全額補助
高3まで 高3まで 無 無 全額補助
18歳年度末まで 18歳年度末まで 無 無 全額補助
高校卒業まで 高校卒業まで 無 無 全額補助
18歳に達する日以後最初の3月31日まで 18歳に達する日以後最初の3月31日まで 無 無 行っていない
18歳年度末まで 18歳年度末まで 無 無
１８歳となった年度末まで １８歳となった年度末まで 無 無
高校卒業まで 高校卒業まで 無 無
高校卒業まで 高校卒業まで 無 無

② 子ども医療費助成制度
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 4、後期高齢者医療制度について　

割
負
担
の
被
保

険
者
数

割
負
担
の
被
保

険
者
数

割
負
担
の
被
保

険
者
数

年
度

自
己
負
担 年

度

受
診
率

年
度

受
診
率
　
目
標

聴
力
検
査

項
目
の
有
無

通し番号
川口市 無 無
蕨市 無 無
戸田市 無 無
朝霞市 無 無
志木市 無 無
和光市 無 無
新座市 無 無
富士見市 無 無
ふじみ野市 無 無
三芳町 無 無
春日部市 無 無
草加市 無 無
越谷市 無 無
八潮市 無 無
三郷市 無 無
吉川市 無 無
松伏町 無 無

さいたま市※ 無 無
鴻巣市 無 無
上尾市 無 無
桶川市 無 有
北本市 無 無
伊奈町 無 無
川越市 無 無
東松山市 無 無
坂戸市 無 無
鶴ヶ島市 無 無
毛呂山町 無 無
越生町 無 無
滑川町 無 無
嵐山町 無 無
小川町 無 無
川島町 無 無
吉見町 無 無
鳩山町 無 無

ときがわ町 無 無
東秩父村 無 無
所沢市 無 無
飯能市 無 無
狭山市 無 無
入間市 無 無
日高市 無 無
行田市 無 無
加須市 無 無
羽生市 無 無
久喜市 無 無
蓮田市 無 無
幸手市 無 無
宮代町 無 無
白岡市 無 無
杉戸町 無 無
熊谷市 無 有
本庄市 無 無
深谷市 無 無
美里町 無 無
神川町 無 無
上里町 無 無
寄居町 無 無
秩父市 無 無
横瀬町 無 無
皆野町 無 無
長瀞町 無 無
小鹿野町 無 無
合計/平均 

⑥健康診査について

①
被
保
険
者
数

②
滞
納
者
数

③
短
期
保
険
証
交
付

④
資
産
差
押

実
人
数

⑤医療費
窓口負担割合
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通し番号
川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市※
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町
合計/平均 

 4、後期高齢者医療制度について　

⑩マイナ
保険証

補
助
有
り
で

自
己
負
担
有

マ
イ
ナ
保
険
証

持
っ

て
い
な
い
被

保
険
者
の
み
発
行

す
べ
て
の
被
保

険
者
に
発
行

資
格
確
認
書
の

資
格
有
効
期
限

年
月
日

７４歳被保険
者へ保険証無
効お知らせの
有無

有 有 無 有 ○ × 無 検討中
有 有 有 ○ × 無 検討中
有 有 無 有 ○ × 有 検討中
有 有 有 無 ○ × 無 検討中
有 有 有 有 ○ × 無 無
有 有 無 有 × × 有 有
有 有 有 有 ○ × 無 検討中
有 有 有 無 ○ × 無 無
有 有 有 無 ○ × 無 無
有 有 有 無 × 〇（持っている人は希望者のみ） 無 検討中

無 有 有(７/１～) ○ × 無 検討中
有 有 無 無 ○ × 未定 無 無
有 有 有 無 ○ × 有 無
有 有 有 無 ○ × 無 検討中
有 有 有 無 ○ × 無 検討中

無 有 無 ○ × 無 無
有 有 有 無 ○ × 有 無
有 有 無 無 ○ × 無 無
有 有 有 有 ○ × 無 検討中
有 有 無 無 検討中 検討中 検討中 検討中 検討中
有 有 有 検討中 検討中 検討中 検討中 無
有 有 無 無 ○ ✕ 無 検討中
有 有 無 有 ○ × 無 有
有 有 無 無 ○ × 無 無
有 有 有 無 ○ × 有 検討中
有 有 有 有 検討中 検討中 検討中 検討中 検討中
有 有 有 有 〇 × 無 検討中
有 有 有 有 ○ × 無 検討中
有 有 有 有 ○ × 有 検討中
有 有 有 無 ○ × 無 検討中
有 有 有 無 ○ × 有 検討中
有 有 有 無 ○ × 有 検討中
有 有 無 有 ○ × 有 無
有 有 有 無 ○ × 無 検討中
有 有 有 有 ○ × 有 検討中
有 有 有 無 ○ × 無 検討中
有 有 無 無 ○ × 有 検討中
有 有 無 無 ○ × 無 検討中
有 有 無 無 ○ × 無 検討中

無 無 無 ○ × 無 検討中
有 有 無 有 ○ × 無 検討中
有 有 無 無 ○ × 無 検討中
有 有 無 有 ○ × 無 検討中
有 有 有 無 ○ × 無 無
有 有 無 無 ○ × 無 無
有 有 有 無 ○ × 無 検討中
有 有 無 無 ○ × 無 検討中
有 有 有 無 ○ × 無 検討中
有 有 無 有 ○ × 有 検討中
有 有 無 無 有 検討中
有 有 有 無 ○ × 有 検討中
有 有 有 無 ○ × 無 検討中
有 有 無 無 ○ × 有 検討中
有 有 無 有 × × 無 検討中
有 有 無 有 ○ × 無 検討中
有 有 有 ○ 未定 検討中
有 有 無 有 ○ × 無 検討中
有 有 無 無 ○ × 無 検討中
有 有 無 無 ○ × 無 検討中
有 有 無 有 ○ × 無 検討中
有 有 無 有 ○ × 有 検討中
有 有 無 有 ○ × 無 無
有 有 有 有 ○ × 無 無

⑨
帯
状
疱
疹
ワ
ク
チ
ン
接

種
補
助
の
有
無

⑫
従
来
短
期
証
廃
止
後

の
対
応

有
、

無
、

検
討
中

⑩マイナ保険証の資格確認書の
発行について⑦

人
間
ド
ッ

ク
補
助

⑧
宿
泊
費

補
助
の
有
無
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５、介護保険制度について

基準
保険料

第1段階
保険料

基準額
の何倍

最高段階
の保険料

基準額
の何倍

割
負
担

被
保
険
者
数

割
負
担

被
保
険
者
数

割
負
担

被
保
険
者
数

通し番号

川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市

三芳町
春日部市
草加市※
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市※
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

　
　
①
介
護
保
険

　
　

号
被
保
険
者

③
介
護
保
険
料
の
段
階

⑤
給
付
制
限

制
裁
措

置
）

受
け
て
い
る

②第1号介護保険被保険者の保険料の金額
⑤

号
滞
納
者
数

⑥利用料自己負担割合別
被保険者数

④
準
備
基
金
額
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通し番号

川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市

三芳町
春日部市
草加市※
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市※
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

５、介護保険制度について

要
支
援

要
支
援

要
介
護

要
介
護

要
介
護

要
介
護

要
介
護

合
計

要
支
援

要
支
援

要
介
護

要
介
護

要
介
護

要
介
護

要
介
護

合
計

⑧第２号被保険者の要支援者、要介護者の認定者数⑦第1号被保険者の要支援者、要介護者の認定者数
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通し番号

川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市

三芳町
春日部市
草加市※
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市※
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

５、介護保険制度について

 ⑨ 要介護認定更新の区分変更の結果 　

2021年度
更新
全件数

2022年度
更新
全件数

2023年度
更新
全件数

2021年
度

軽度

2022年
度
軽度

2023年
度
軽度

2021年
度変更
なし

2022年
度変更
なし

2023年
度変更
なし

2021年
度重度

2022年
度
重度

2023年
度
重度

年度
認定
外

年度
認定
外

年度
認定
外
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通し番号

川口市
蕨市

戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市

富士見市
ふじみ野市

三芳町
春日部市
草加市※
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市

東松山市
坂戸市

鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町

熊谷市※
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町

小鹿野町

合計/平均 

５、介護保険制度について

申請減免

受付

申請減免

実施

申請減免

実施総額

申請減免

受付

申請減免

実施

申請減免

実施総額

内
、

要
介
護

金額未確定､確定後回答

― ― ― 

— — —

⑩介護保険料、条例等独自減免
(２０２３年度）

⑪利用料、条例等独自減免・助成
(２０２３年度）

⑫
特
養
ホ
ー

ム

入
所
待
機
数
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通し番号

川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市

三芳町
春日部市
草加市※
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市※
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

５、介護保険制度について

 ⑨ 要介護認定更新の区分変更の結果 　

2021年度
更新
全件数

2022年度
更新

全件数

2023年度
更新
全件数

2021年
度

軽度

2022年
度
軽度

2023年
度
軽度

2021年
度変更
なし

2022年
度変更
なし

2023年
度変更
なし

2021年
度重度

2022年
度
重度

2023年
度
重度

年度
認定
外

年度
認定
外

年度
認定
外
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通し番号

川口市
蕨市

戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市

富士見市
ふじみ野市

三芳町
春日部市
草加市※
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市

東松山市
坂戸市

鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町

熊谷市※
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町

小鹿野町

合計/平均 

５、介護保険制度について

申請減免

受付

申請減免

実施

申請減免

実施総額

申請減免

受付

申請減免

実施

申請減免

実施総額

内
、

要
介
護

金額未確定､確定後回答

― ― ― 

— — —

⑩介護保険料、条例等独自減免
(２０２３年度）

⑪利用料、条例等独自減免・助成
(２０２３年度）

⑫
特
養
ホ
ー

ム

入
所
待
機
数
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通し番号

川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市

三芳町
春日部市
草加市※
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市※
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

５、介護保険制度について
つづき　⑭地域密着型サービスの各事業

事
業
所
数

利
用
実
人
数

事
業
所
数

利
用
実
人
数

事
業
所
数

利
用
実
人
数

現
行
相
当

サ
ー

ビ
ス

事
業
所
数

緩
和

訪
問
型
Ａ

事
業
所
数

住
民
主
体

訪
問
型
Ｂ

団
体
数

現
行
相
当

サ
ー

ビ
ス

事
業
所
数

緩
和

通
所
型
Ａ

事
業
所
数

住
民
主
体

通
所
柄
Ｂ

団
体
数

(9)地域密着型
通所介護

⑮介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況について

⑮(1)訪問型サービス ⑮(2)通所型サービス
⑭(7)地域密着型介護老

人福祉施設入居者
生活介護

(8)看護小規模
多機能型居宅介護
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通し番号

川口市
蕨市

戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市

富士見市
ふじみ野市

三芳町
春日部市
草加市※
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市

東松山市
坂戸市

鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町

熊谷市※
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町

小鹿野町

合計/平均 

５、介護保険制度について
　⑫地域包括支援 センター ⑬地域密着型サービスの各事業

直
営

委
託

事
業
所
数

利
用
実
人
数

事
業
所
数

利
用
実
人
数

事
業
所
数

利
用
実
人
数

事
業
所
数

利
用
実
人
数

事
業
所
数

利
用
実
人
数

事
業
所
数

利
用
実
人
数

― 

—

⑭ (1)定期巡回・随時
対応型訪問介護看護

⑭(2)夜間対応型
訪問看護

⑬地域包括支援
センター

⑭(3)認知症対応型
通所介護

⑭(4)小規模多機能型
居宅介護

⑭(5)認知症対応型
共同生活介護

⑭(6)地域密着型特定
施設入居者生活介護
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通し番号

川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市

三芳町
春日部市
草加市※
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市※
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計/平均 

５、介護保険制度について
つづき　⑭地域密着型サービスの各事業

事
業
所
数

利
用
実
人
数

事
業
所
数

利
用
実
人
数

事
業
所
数

利
用
実
人
数

現
行
相
当

サ
ー

ビ
ス

事
業
所
数

緩
和

訪
問
型
Ａ

事
業
所
数

住
民
主
体

訪
問
型
Ｂ

団
体
数

現
行
相
当

サ
ー

ビ
ス

事
業
所
数

緩
和

通
所
型
Ａ

事
業
所
数

住
民
主
体

通
所
柄
Ｂ

団
体
数

(9)地域密着型
通所介護

⑮介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況について

⑮(1)訪問型サービス ⑮(2)通所型サービス
⑭(7)地域密着型介護老

人福祉施設入居者
生活介護

(8)看護小規模
多機能型居宅介護
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６、障害者福祉について　　　　　　

通し番号

さいたま市 さいたま さいたま市福祉事務所 さいたま市保健所 さいたま市

朝霞市 南西部 西部福祉事務所 朝霞保健所 朝霞市

志木市 南西部 西部福祉事務所 朝霞保健所 志木市

和光市 南西部 西部福祉事務所 朝霞保健所 和光市

新座市 南西部 西部福祉事務所 朝霞保健所 新座市

富士見市 南西部 西部福祉事務所 朝霞保健所 富士見市

ふじみ野市 南西部 西部福祉事務所 朝霞保健所 ふじみ野市

三芳町 南西部 西部福祉事務所 朝霞保健所 三芳町

越谷市 東部 東部中央福祉事務所 越谷市保健所 越谷市

春日部市 東部 東部中央福祉事務所 春日部保健所 春日部市

松伏町 東部 東部中央福祉事務所春日部保健所 松伏町

草加市 東部 東部中央福祉事務所草加保健所 草加市

八潮市 東部 東部中央福祉事務所草加保健所 八潮市

三郷市 東部 東部中央福祉事務所草加保健所 三郷市

吉川市 東部 東部中央福祉事務所草加保健所 吉川市

川口市 南部 東部中央福祉事務所川口保健所 川口市

蕨市 南部 東部中央福祉事務所川口保健所 蕨市

戸田市 南部 東部中央福祉事務所川口保健所 戸田市

鴻巣市 県央 東部中央福祉事務所鴻巣保健所 鴻巣市

上尾市 県央 東部中央福祉事務所鴻巣保健所 上尾市 不明 不明 不明

桶川市 県央 東部中央福祉事務所鴻巣保健所 桶川市

北本市 県央 東部中央福祉事務所鴻巣保健所 北本市

伊奈町 県央 東部中央福祉事務所鴻巣保健所 伊奈町

川越市 川越比企 西部福祉事務所川越市保健所 川越市

東松山市 川越比企 西部福祉事務所東松山保健所 東松山市

滑川町 川越比企 西部福祉事務所東松山保健所 滑川町

嵐山町 川越比企 西部福祉事務所東松山保健所 嵐山町

小川町 川越比企 西部福祉事務所東松山保健所 小川町

川島町 川越比企 西部福祉事務所東松山保健所 川島町

吉見町 川越比企 西部福祉事務所東松山保健所 吉見町

ときがわ町 川越比企 西部福祉事務所東松山保健所 ときがわ町

東秩父村 川越比企 西部福祉事務所東松山保健所 東秩父村

坂戸市 川越比企 西部福祉事務所坂戸保健所 坂戸市

鶴ヶ島市 川越比企 西部福祉事務所坂戸保健所 鶴ヶ島市

毛呂山町 川越比企 西部福祉事務所坂戸保健所 毛呂山町

越生町 川越比企 西部福祉事務所坂戸保健所 越生町

鳩山町 川越比企 西部福祉事務所坂戸保健所 鳩山町

所沢市 西部 西部福祉事務所狭山保健所 所沢市

飯能市　 西部 西部福祉事務所狭山保健所 飯能市

狭山市 西部 西部福祉事務所狭山保健所 狭山市

入間市 西部 西部福祉事務所狭山保健所 入間市

日高市 西部 西部福祉事務所狭山保健所 日高市

行田市 利根 東部中央福祉事務所 加須保健所 行田市

加須市 利根 東部中央福祉事務所 加須保健所 加須市

羽生市 利根 東部中央福祉事務所 加須保健所 羽生市

久喜市 利根 東部中央福祉事務所 幸手保健所 久喜市

蓮田市 利根 東部中央福祉事務所 幸手保健所 蓮田市

幸手市 利根 東部中央福祉事務所 幸手保健所 幸手市

白岡市 利根 東部中央福祉事務所 幸手保健所 白岡市

宮代町 利根 東部中央福祉事務所 幸手保健所 宮代町

杉戸町 利根 東部中央福祉事務所 幸手保健所 杉戸町

熊谷市 北部 北部福祉事務所熊谷保健所 熊谷市

深谷市 北部 北部福祉事務所熊谷保健所 深谷市

寄居町 北部 北部福祉事務所熊谷保健所 寄居町

本庄市 北部 北部福祉事務所本庄保健所 本庄市

美里町 北部 北部福祉事務所本庄保健所 美里町

神川町　 北部 北部福祉事務所本庄保健所 神川町

上里町 北部 北部福祉事務所本庄保健所 上里町

秩父市 秩父 秩父福祉事務所秩父保健所 秩父市

横瀬町 秩父 秩父福祉事務所秩父保健所 横瀬町

皆野町 秩父 秩父福祉事務所秩父保健所 皆野町

長瀞町 秩父 秩父福祉事務所秩父保健所 長瀞町

小鹿野町 秩父 秩父福祉事務所秩父保健所 小鹿野町

合計

市
内
・
障
害
保

健
福
祉
圏
域
内

入
所
支
給

決
定
者

合
計

保
健
医
療
圏
順

障
害
保
健
福
祉
圏
域
順

①
身
体
障
害
者

手
帳
交
付
数

②
精
神
障
害
者

保
健
福
祉
手
帳

交
付
件
数

③
知
的
障
害
者
療

育
手
帳
交
付
数

自
治
体

保
健
所

福
祉
事
務
所

障
害
保
健
福
祉
圏
域

自
治
体

④
市
内
障
害
者

支
援
入
所
施
設
数

④
市
内
障
害
者

支
援
入
所
施
設

定
員
人
数

⑤障害者支援施設入所支給決定

障
害
保
健
福
祉

圏
域
外
・
県
内

県
外

38 ページ



－ 39 －

通し番号

さいたま市

朝霞市

志木市

和光市

新座市

富士見市

ふじみ野市

三芳町

越谷市

春日部市

松伏町

草加市

八潮市

三郷市

吉川市

川口市

蕨市

戸田市

鴻巣市

上尾市

桶川市

北本市

伊奈町

川越市

東松山市

滑川町

嵐山町

小川町

川島町

吉見町

ときがわ町

東秩父村

坂戸市

鶴ヶ島市

毛呂山町

越生町

鳩山町

所沢市

飯能市　

狭山市

入間市

日高市

行田市

加須市

羽生市

久喜市

蓮田市

幸手市

白岡市

宮代町

杉戸町

熊谷市

深谷市

寄居町

本庄市

美里町

神川町　

上里町

秩父市

横瀬町

皆野町

長瀞町

小鹿野町

障
害
保
健
福
祉
圏
域
順

自
治
体

６、障害者福祉について　　　　　　

待
機
者

区
分
１

区
分
２

区
分
３

区
分
４

区
分
５

区
分
６

総
定
員

社
会
福
祉

法
人

ホ
ー

ム

設
置
数

Ｎ
Ｐ
Ｏ

法
人

ホ
ー

ム

設
置
数

医
療
法
人

ホ
ー

ム

設
置
数

株
式
会
社

ホ
ー

ム

設
置
数

そ
の
他

設
置
数

未把握

⑦
市
内
グ
ル
ー

プ

ホ
ー

ム
施
設
数

⑥障害者支援施設　待機者 ⑧市内グループホーム設立団体と設置ホーム数
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通し番号

さいたま市

朝霞市

志木市

和光市

新座市

富士見市

ふじみ野市

三芳町

越谷市

春日部市

松伏町

草加市

八潮市

三郷市

吉川市

川口市

蕨市

戸田市

鴻巣市

上尾市

桶川市

北本市

伊奈町

川越市

東松山市

滑川町

嵐山町

小川町

川島町

吉見町

ときがわ町

東秩父村

坂戸市

鶴ヶ島市

毛呂山町

越生町

鳩山町

所沢市

飯能市　

狭山市

入間市

日高市

行田市

加須市

羽生市

久喜市

蓮田市

幸手市

白岡市

宮代町

杉戸町

熊谷市

深谷市

寄居町

本庄市

美里町

神川町　

上里町

秩父市

横瀬町

皆野町

長瀞町

小鹿野町

障
害
保
健
福
祉
圏
域
順

自
治
体

６、障害者福祉について　　　　　　

県
外

区
分
１

区
分
２

区
分
３

区
分
４

区
分
５

区
分
６

施
設
整
備

運
営
費

上
乗
せ

そ
の
他

有 ○

無

○

有 家賃助成

無

無

無

無

有 ○

不明 不明 不明 不明 無

有 ○ ○ ○ 無

有 ○ ○

無

有 ○

無

無

無

有 ○

無

不明 不明 不明 不明 無

無

有 ○

無

有 ○ ○

無

無

無

無

無

無

無

あり ○ ○ その他 ○

有 ○

無

無

有 ○

無

有 ○

無

無

無

無

無

有 ○

無

無

無

無

無

有 ○

有 ○

無

無

無

無

有 物価高騰

有 ○

無

無

無

無

有 ○ ○ ○

無

⑨グループホーム支給決定者

単
独
補
助
の

有
無

内障害者支援区分

市
内

グ
ル
ー

プ
ホ
ー

ム
支
給
決
定
者

県
内
・
障
害
保

健
福
祉
圏
域
外

市
外
・
障
害
保

健
福
祉
圏
域
内

補助あり

⑩グループホーム自治体単独補助
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通し番号

さいたま市

朝霞市

志木市

和光市

新座市

富士見市

ふじみ野市

三芳町

越谷市

春日部市

松伏町

草加市

八潮市

三郷市

吉川市

川口市

蕨市

戸田市

鴻巣市

上尾市

桶川市

北本市

伊奈町

川越市

東松山市

滑川町

嵐山町

小川町

川島町

吉見町

ときがわ町

東秩父村

坂戸市

鶴ヶ島市

毛呂山町

越生町

鳩山町

所沢市

飯能市　

狭山市

入間市

日高市

行田市

加須市

羽生市

久喜市

蓮田市

幸手市

白岡市

宮代町

杉戸町

熊谷市

深谷市

寄居町

本庄市

美里町

神川町　

上里町

秩父市

横瀬町

皆野町

長瀞町

小鹿野町

障
害
保
健
福
祉
圏
域
順

自
治
体

６、障害者福祉について　　　　　　

年
間
延
べ

利
用
人
数

延
べ
支
給
量

日
年
間

実
利
用

人
数

利
用
者
で
年

間
最
多
の
人

の
支
給
日
数

医
療
的
ケ
ア

児
の
シ
ョ
ー

ト
実
利
用
者

初
乗
り
料

金

枚
）

金
額

透
析
患
者

等

枚
）

ガ
ソ
リ
ン

補
助
券

円
その他、電車・
バス利用料

54又は36 27,000又は18,000

730（1,460）

なし なし なし

不明 月1000 無

最大９０ 最大４５,０００ 年間90 最大３６,０００ なし

最大36 最大18000 最大36 最大7200

１リットル当たり50

実施無し 月額1,000 実施無し

初乗り運賃

実費の５０％

⑪ショートステイの利用状況
⑫福祉タクシー利用料金助成
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通し番号

さいたま市

朝霞市

志木市

和光市

新座市

富士見市

ふじみ野市

三芳町

越谷市

春日部市

松伏町

草加市

八潮市

三郷市

吉川市

川口市

蕨市

戸田市

鴻巣市

上尾市

桶川市

北本市

伊奈町

川越市

東松山市

滑川町

嵐山町

小川町

川島町

吉見町

ときがわ町

東秩父村

坂戸市

鶴ヶ島市

毛呂山町

越生町

鳩山町

所沢市

飯能市　

狭山市

入間市

日高市

行田市

加須市

羽生市

久喜市

蓮田市

幸手市

白岡市

宮代町

杉戸町

熊谷市

深谷市

寄居町

本庄市

美里町

神川町　

上里町

秩父市

横瀬町

皆野町

長瀞町

小鹿野町

障
害
保
健
福
祉
圏
域
順

自
治
体

６、障害者福祉について　　　　　　

⑭専門相談員の不足からくる問題について

説
明
し
て

い
る

説
明
し
て

い
な
い

勧奨を継続
しながら継
続的支給

勧奨を継続し
ながら、更新
期間を短くし

て支給

勧奨を継続
しながら、
制限期間を
設けて支給

そのまま
継続

打ち切り
障害福祉サービ

スの利用者
実人数

うち、専門相談員
を必要としている

実人数

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ ―

○ ○

○ ○

○ ○ 不明

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ 　 ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ 不明

○ ○ 未把握

〇 ○

○ ○ 不明

○ ○ 不明

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ 不明

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ 把握不可

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ 不明

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

セ
ル
フ
プ
ラ
ン
で

実
施
し
て
い
る

実
人
数

介護保険に一律優先しない
ことを利用者に

⑬６５歳での介護保険への移行について

６５歳になったときに、要介護認定調査、未申請の人の
障害者福祉サービスの継続的支給
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７７、、子子育育てて支支援援ににつついいてて

年

数
（

カ
所

年

数
（

カ
所

年

定
数
（

人
年

定
数
（

人
年

数
（

カ
所

年

数
（

カ
所

年

定
数
（

人
年

定
数
（

人
年

数
（

カ
所

年

数
（

カ
所

年

定
数
（

人
年

定
数
（

人
年

数
（

カ
所

年

数
（

カ
所

年

定
数
（

人
年

定
数
（

人

川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市

鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市 － － － －
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計 

通し番号

①公立保育所 ②公設民営保育所 ③民間認可保育所
④認定こども園

(1)幼保連携型認定こども園
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川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市

鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計 

通し番号

７７、、子子育育てて支支援援ににつついいてて

年

数
（

カ
所

年

数
（

カ
所

年

定
数
（

人
年

定
数
（

人
年

数
（

カ
所

年

数
（

カ
所

年

定
数
（

人
年

定
数
（

人
年

数
（

カ
所

年

数
（

カ
所

年

定
数
（

人
年

定
数
（

人
年

数
（

カ
所

年

数
（

カ
所

年

定
数
（

人
年

定
数
（

人
年

数
（

カ
所

年

数
（

カ
所

年

定
数
（

人
年

定
数
（

人

－ － － － － － － － － － － －

④認定こども園
(2)幼稚園型認定こども園

④認定こども園
(3)保育所型認定こども

園

④認定こども園
地方裁量型認定こども園

⑤その他の保育施設
小規模保育事業所

⑤その他の保育施設
家庭的保育事業所
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川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市

鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計 

通し番号

７７、、子子育育てて支支援援ににつついいてて

年

数
（

カ
所

年

数
（

カ
所

年

定
数
（

人
年

定
数
（

人

そ
の
う
ち

不
承
諾
通
知
の

児
童
数

公
立
保
育
所
数

　
増
加

人

公
立
保
育
所
数

減
少

人

公
設
民
営
保
育
所
数

増
加
人
数

公
設
民
営
保
育
所
数

減
少

人

民
間
認
可
保
育
所
数

増
加

人

民
間
認
可
保
育
所
数

減
少

人

認
定
こ
ど
も
園
数

増
加

人

認
定
こ
ど
も
園
数

減
少

人

地
域
型
保
育
事
業
数

増
加

人

地
域
型
保
育
事
業
数

減
少

人

― ―

― ― ― ―

不明 該当なし該当なし

－ － － － － －

⑦受け入れ児童数の増減
（2023/4/1と2024/4/1との比較）

⑤その他の保育施設
幼稚園

⑥
入
所
申
込
み
児
童
数
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川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市

鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計 

通し番号

７７、、子子育育てて支支援援ににつついいてて

公
立
保
育
所

人

同
　
施
設
数

公
設
民
営

保
育
所

人

同
　
施
設
数

民
間
認
可

保
育
所

人

同
　
施
設
数

認
定
こ
ど
も
園

人

同
　
施
設
数

地
域
型
保
育

事
業

人

同
　
施
設
数

公
立
保
育
所

保
育
士
の
加
配

／
人

公
設
民
営
認
可
保
育

所

加
配
／
人

民
間
認
可
保
育
所

障
害
児
加
算
の

有
無

認
定
こ
ど
も
園

障
害
児
加
算
の

有
無

地
域
型
保
育
事
業

障
害
児
加
算
の

有
無

有 有 有
有 有
有 有
有 有 有
有 有 有
有 有 有
有 有 有
有 有 有
有 有 有
有 有 無
有 有 無
有 有 有

― ― ― 有 有 有
有 有 無
無 無 無
有 有 有
無 無 無

有 有 無

有 有 有
有 有 無
無 無 無
有 有 有

有 無 無
有 有 無
無 無 無
有 有 有
有 有 無
有 無 無
有 有 無

無 無 無
無 無 無
無 無 無
有 無 有
有
無 無 無

該当なし該当なし 該当なし 有 有 無
有 無 無
有 有 無
有 有 有

－ － － － － 有 有 無
有 有 有
有 有 無
無 無 無
有 有 有
無 無 無
無 無 無
無 無 無
無 無 無
無 無 無
有 有 無
有 有 有
有 有 有
有 有
無 無 無

有 無 無
有 有 有
無 無 無
有 無 無
有 有 無

（有の数）（有の数）（有の数）

⑧障害児を受け入れる保育施設
⑨保育施設への障害児加算、

市の独自加算の有無
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川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市

鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計 

通し番号

７７、、子子育育てて支支援援ににつついいてて

正
規
雇
用
の

保
育
士
数

非
正
規
雇
用

保
育
士
数

無
資
格
保
育
助
手
を

採
用
し
て
い
る

公
立
保
育
所
数

正
規
雇
用
の

保
育
士
数

非
正
規
雇
用

保
育
士
数

無
資
格
保
育
助
手
を

採
用
し
て
い
る

公
立
認
可
保
育
所
数

施
設
整
備
費
総
額

増
加

施
設
整
備
費
総
額

減
少

内
公
立
保
育
所
分
／

増
加

内
公
立
保
育
所
分
／

減
少

無
有
無
有
無
無
無
無
無
無
有
有
有
無
無
無
無

無

有 ― ―
無
無
無
有
無
有
無
無
有
有
無
無
無
無
無
無
無
有

該当なし 該当なし 該当なし 無
無
有
有

－ － － 有 － －
無
有
無
無
無
無
有
有
無
無
無
有
無
無

有
有
無
有
有
有

（有の数） （有の数）

⑩保育士数
公立保育所

⑩保育士数
公設民営保育所

⑪
保
育
料
の
軽
減
措
置
等
の
実

施
の
有
無

⑫施設整備費の増減(千円）
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川口市
蕨市

戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市

富士見市
ふじみ野市
三芳町

春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市

鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市

東松山市
坂戸市

鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町

小鹿野町
合計 

通し番号

７７、、子子育育てて支支援援ににつついいてて

学
童
保
育
数年

カ
所

学
童
保
育
数年

カ
所

支
援
の
単
位
数

年

カ
所

支
援
の
単
位
数

年

カ
所

学
童
保
育
の
定
数

年

人

学
童
保
育
の
定
数

年

人

内
、

待
機
児
童
数

同
　
ク
ラ
ブ
数

正
規
雇
用
指
導
員
数

非
正
規
雇
用

指
導
員
数

相
談
窓
口
が

あ
る
場
合
は
〇

窓
口
が
あ
る
場
合
の

相
談
窓
口
は

ど
こ
で
す
か

○ 子育て相談課
○ 子ども未来課(こども家庭センター）

○ こども家庭相談センター
○ こども未来課、教育指導課
○ 子ども支援課
○ 子ども家庭支援課
○ 長寿はつらつ課、障がい者福祉

○こども支援課・教育センター（学校教育課）

○ こども相談課、家庭児童相談室
○ こども家庭課

○子ども家庭支援課（こども家庭センター）
○ こども家庭センター

○こども家庭センター（１０区役所に設置）

○子育て支援課支援担当（こども家庭センター）

○ 子ども家庭総合支援センター
○ 子ども未来課児童家庭係

○ ※注釈へ

○ 福祉相談センター
○ こども家庭センター
○ こども支援課・こども家庭ｾﾝﾀｰ
○ 福祉政策課、こども支援課
○ 子ども課
○ 子育て支援課
○ 子ども家庭総合支援拠点
○ 福祉課
○ 学校教育課など

○ 長寿福祉課、教育総務課、町民健康課、子育て支援課

○ 総合相談窓口
○ 福祉課他複数の部署で対応

○ 各担当課

○ 家庭児童相談室
○ こども支援課　こども家庭ｾﾝﾀｰ担当

○ こども家庭センター
不明 不明 ○ 地域共生社会推進課

○ すくすく子育て相談室
○ こども家庭センター（こども家庭課）

○ 子ども支援課
○ 幸手市こども家庭センター
○ こども家庭センター

○ 子育て支援課

○ こども課・学校教育課・長寿いきがい課・障害福祉課・福祉総務課

○ こども家庭センター
○ 「ふくしの窓口」（１階⑨番窓口 福祉政策課内）

○ こども未来課、教育委員会事務局
○ 町民福祉課子育て支援担当

○ 福祉課、子育て支援課
○ 子育て支援課
○ 健康子育て課
○ 健康こども課
○ 健康こども課
○ 各小中学校

⑰ヤングケアラー⑬学童保育(放課後児童クラブ)の数と定数

⑭
学
童
保
育
に

年
４

月
か
ら
の
入
所
を
申
し
込
ん
だ

児
童
数

⑮
障
害
児
受
入
数

⑯学童
指導員数

(人)
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８８、、生生活活保保護護制制度度ににつついいてて

％ ％ ％ ％

川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計 

通し番号

①生活保護
②生活保護世帯の構成割合

世帯数
2023年4/1

人数
2023年4/1

世帯数
2024年4/1

人数
2024年4/1

高
齢
者
世
帯
数

疾
病
･
障
害

世
帯
数

そ
の
他
世
帯
数

母
子
世
帯
数
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８８、、生生活活保保護護制制度度ににつついいてて

％ ％ ％ ％

川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計 

通し番号

①生活保護
②生活保護世帯の構成割合

世帯数
2023年4/1

人数
2023年4/1

世帯数
2024年4/1

人数
2024年4/1

高
齢
者
世
帯
数

疾
病
･
障
害

世
帯
数

そ
の
他
世
帯
数

母
子
世
帯
数
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川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計 

通し番号

８８、、生生活活保保護護制制度度ににつついいてて

③窓口
相談件数

④新規申請世帯数

2023年度 2022年度2022年度 2022年度2023年度 2023年度

増
（

人
）

⑦
査
察
指
導
員
数

　
⑦
現
業
員
数

⑦現業員
増減

減
（

人
）

⑥辞退届で廃止
世帯数

⑤新規開始世帯数

2022年度 2023年度
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川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計 

通し番号

８８、、生生活活保保護護制制度度ににつついいてて

③窓口
相談件数

④新規申請世帯数

2023年度 2022年度2022年度 2022年度2023年度 2023年度

増
（

人
）

⑦
査
察
指
導
員
数

　
⑦
現
業
員
数

⑦現業員
増減

減
（

人
）

⑥辞退届で廃止
世帯数

⑤新規開始世帯数

2022年度 2023年度

川口市
蕨市

戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市

富士見市
ふじみ野市
三芳町

春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市

東松山市
坂戸市

鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町

小鹿野町

合計 

通し番号

８８、、生生活活保保護護制制度度ににつついいてて

△ 1

⑦現業員
不足数

⑦現業員1人あたり
担当世帯数

2023年

現在

2024年

現在

2024年

現在

2024年

現在

2023年

現在

2023年

現在

⑦
監
査
で
指
摘
さ
れ
た

現
業
員
不
足
数

⑦現業員1人あたりの申請取
扱数

2022年度 2023年度
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川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計 

通し番号

８８、、生生活活保保護護制制度度ににつついいてて

年
度

年
度

年
度

年
度

○
○ 不明 不明 不明

○

○
○
○
○

○ － － － －
○
○
○
○
○ — — —

○
○
○
○
○

○

○
○

○
○

―
○

○
○
○
○
○
○

○
○
○

○

就
労
支
援

対
象
者
数

プ
ラ
ン
作
成

件
数

就
労
準
備

支
援
事
業

利
用
者
累
計

一
時
生
活
支
援

事
業
利
用
者

累
計

家
計
相
談
支
援

事
業
利
用
者

累
計

子
ど
も
の

学
習
支
援
事
業

利
用
者
実
人
数

住
宅
確
保
給
付
金

支
給
決
定
件
数

⑧扶養照会し、金銭的
援助受けられるように

なった世帯数

⑨生活困窮者自立支援制度　2023年度

新
規
相
談
者

受
付
件
数

就
労
者
数

自立相談支援 法定事業等

⑧
扶
養
照
会
に
つ
い
て
、

厚
労
省
と
県
の
通
知

Ｒ

５

に
沿
っ

て
リ
ー

フ

レ
ッ

ト
を
変
更
し
た
場
合

〇
印

⑧新規申請のうち、
扶養照会した世帯数
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川口市
蕨市
戸田市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
富士見市
ふじみ野市
三芳町
春日部市
草加市
越谷市
八潮市
三郷市
吉川市
松伏町

さいたま市
鴻巣市
上尾市
桶川市
北本市
伊奈町
川越市
東松山市
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町

ときがわ町
東秩父村
所沢市
飯能市
狭山市
入間市
日高市
行田市
加須市
羽生市
久喜市
蓮田市
幸手市
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市
本庄市
深谷市
美里町
神川町
上里町
寄居町
秩父市
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町

合計 

通し番号

８８、、生生活活保保護護制制度度ににつついいてて

⑩生活困窮者自立支援制度の自立相談支援事業の実施方法等

委託 社会福祉法人 川口市社会福祉協議会
委託 社会福祉法人 蕨市社会福祉協議会
委託 株式会社 株式会社シグマスタッフ
直営 － －
委託 社会福祉法人、一般社団法人志木市社会福祉協議会、彩の国子ども・若者支援ネットワーク
委託 社会福祉法人、労働者協同組合和光市社会福祉協議会、ワーカーズコープ・センター事業団・章佑会
直営
委託 社会福祉法人 富士見市社会福祉協議会
委託 社会福祉法人 ふじみ野市社会福祉協議会

直営 － －
委託 社会福祉法人 草加市社会福祉協議会
委託 労働者協同組合 ワーカーズコープ・センター事業団
委託 労働者協同組合 労働者協同組合ワーカーズコープ・センター事業団
直営 ― ―
直営 — —

直営
委託 社会福祉法人 鴻巣市社会福祉協議会
直営 ― ―
直営＋委託 公益社団法人 埼玉県社会福祉士会
直営

委託 労働者協同組合 労働者協同組合ワーカーズコープ・センター事業団
直営
委託 労働者協同組合 労働者協同組合ワーカーズコープセンター事業団埼玉事業支部
委託 社協 鶴ヶ島市社会福祉協議会

委託 社会福祉法人 社会福祉協議会
直営（一部委託）公益社団法人 埼玉県社会福祉士会
委託 社会福祉法人 狭山市社会福祉協議会
委託 公益社団法人 埼玉県社会福祉士会
委託 社会福祉法人 日高市社会福祉協議会
委託 社会福祉法人 行田市社会福祉協議会
直営＋委託 公益社団法人 埼玉県社会福祉士会
直営
委託 社会福祉法人 久喜市社会福祉協議会
直営
委託 社会福祉法人 幸手市社会福祉協議会

委託 社会福祉法人 白岡市社会福祉協議会

直営 － －
委託 社会福祉法人 本庄市社会福祉協議会
委託 労働者協同組合 ワーカーズコープ・センター事業団　埼玉事業本部
委託 労働者協同組合 労働者協同組合ワーカーズコープセンター事業団

直営

委託先区分
(株式会社、NPO法人等)

委託先業者、団体名
実施方法

(直営又は委託
などの区別)
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８、生活保護制度について 【さいたま市10区】

％ ％ ％ ％

通し番号

１、西区

２、北区

３、大宮区

４、見沼区

５、中央区

６、桜区

７、浦和区

８、南区

９、緑区

１０、岩槻区
合計

母
子
世
帯
数

疾
病
･
障
害

世
帯
数

そ
の
他
世
帯
数

世帯数
2023年

人数
2023年

世帯数
2024年

人数
2024年4/1

高
齢
者
世
帯
数

①生活保護
②生活保護世帯の構成割合

通し番号

１、西区

２、北区

３、大宮区

４、見沼区

５、中央区

６、桜区

７、浦和区

８、南区

９、緑区

１０、岩槻区
合計

８、生活保護制度について 【さいたま市10区】

年度 年度 年度 年度年度 年度

③窓口
相談件数

④新規申請世
帯数

⑤新規開始世
帯数

⑥辞退届で
廃止
世帯数

⑦
査
察
指
導
員
数

　
⑦
現
業
員
数

⑦現業員
増減

⑦現業員
不足数

年度 年度

増
（

人
）

減
（

人
）

年

現在

年

現在
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８、生活保護制度について 【さいたま市10区】

％ ％ ％ ％

通し番号

１、西区

２、北区

３、大宮区

４、見沼区

５、中央区

６、桜区

７、浦和区

８、南区

９、緑区

１０、岩槻区
合計

母
子
世
帯
数

疾
病
･
障
害

世
帯
数

そ
の
他
世
帯
数

世帯数
2023年

人数
2023年

世帯数
2024年

人数
2024年4/1

高
齢
者
世
帯
数

①生活保護
②生活保護世帯の構成割合

通し番号

１、西区

２、北区

３、大宮区

４、見沼区

５、中央区

６、桜区

７、浦和区

８、南区

９、緑区

１０、岩槻区
合計

８、生活保護制度について 【さいたま市10区】

年度 年度 年度 年度年度 年度

③窓口
相談件数

④新規申請世
帯数

⑤新規開始世
帯数

⑥辞退届で
廃止
世帯数

⑦
査
察
指
導
員
数

　
⑦
現
業
員
数

⑦現業員
増減

⑦現業員
不足数

年度 年度

増
（

人
）

減
（

人
）

年

現在

年

現在

通し番号

１、西区

２、北区

３、大宮区

４、見沼区

５、中央区

６、桜区

７、浦和区

８、南区

９、緑区

１０、岩槻区
合計

８、生活保護制度について 【さいたま市10区】

2022年
度

2023年
度

2022年
度

2023年
度

〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇
〇

年

現在

年

現在

⑧新規申請のう
ち、扶養照会し

た世帯数

⑧扶養照会し、
金銭的援助受け
られるように
なった世帯数

⑦現業員1人あたり
担当世帯数

⑦現業員1人
あたりの申
請取扱数 ⑦

監
査
で
指
摘
さ
れ
た

現
業
員
不
足
数

⑧
扶
養
照
会
に
つ
い
て
、

厚
労
省

と
県
の
通
知

Ｒ
５

に
沿
っ

て

リ
ー

フ
レ
ッ

ト
を
変
更
し
た
場
合

〇
印

年度 年度
年

現在

年

現在

通し番号

１、西区

２、北区

３、大宮区

４、見沼区

５、中央区

６、桜区

７、浦和区

８、南区

９、緑区

１０、岩槻区
合計

８、生活保護制度について 【さいたま市10区】

直営
直営
直営
直営
直営
直営
直営
直営
直営
直営

新
規
相
談
者

受
付
件
数

⑨生活困窮者自立支援制度　2023年度

自立相談支援 法定事業等

就
労
支
援

対
象
者
数

就
労
者
数

就
労
準
備

支
援
事
業

利
用
者
累
計

プ
ラ
ン
作
成

件
数

⑩生活困窮者自立支援制度の自立
相談支援事業の実施方法等

実施方法
(直営又
は委託な
どの区
別)

委託先区
分

(株式会
社、NPO
法人等)

委託先業
者、団体

名

一
時
生
活
支
援

事
業
利
用
者

累
計

家
計
相
談
支
援

事
業
利
用
者

累
計

子
ど
も
の

学
習
支
援

事
業
利
用
者

実
人
数

住
宅
確
保
給
付
金
支
給

決
定
件
数
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９、その他

川口市 要介護度１～３ 要介護度４・５
蕨市
戸田市 １，２．３の一部 ３の一部、４，５
朝霞市
志木市 なし なし
和光市
新座市 要介護区分による判定をしていない 要介護区分による判定をしていない
富士見市 ２～３ ４～５
ふじみ野 2・3 4・5
三芳町 要介護1・要介護2・要介護3 要介護4・要介護5
春日部市 １・２ ３～５
草加市 1・2・3 4・5
越谷市 基準なし 基準なし
八潮市 要介護１～３ 要介護３～５
三郷市 なし なし
吉川市
松伏町
さいたま
鴻巣市 １～２ ３～５
上尾市 日常生活自立度を参考（A1、A2、Ⅱa、Ⅱb） 日常生活自立度を参考（B1、B2、C1、C2、Ⅲa、Ⅲb、Ⅳ、M）

桶川市 1・2 3・4・5
北本市 要介護1～5 要介護3～5
伊奈町 1、2 3～5
川越市
東松山市 日常生活自立度（生涯高齢者及び認知症高齢者） 日常生活自立度（生涯高齢者及び認知症高齢者）
坂戸市
鶴ヶ島市
毛呂山町
越生町
滑川町 4、5
嵐山町
小川町 該当なし ４・５
川島町
吉見町
鳩山町
ときがわ町
東秩父村

所沢市
要介護１から３の方（日常自立度がC1・C２もしくは認知症の日
常生活自立度が４・Mの方を除く）

要介護４・５及び要介護度1から３の方で日常生活自立度がC
１・C２もしくは認知症の日常生活自立度が４・Mの方

飯能市
狭山市 １～３ 4以上
入間市 要介護１～３ 要介護４，５
日高市 1・2・3 4・5
行田市
加須市 1以上 3以上
羽生市
久喜市 1～２ 3～5
蓮田市 介護1～3 介護4・5
幸手市 1・2 3・4・5
宮代町
白岡市
杉戸町
熊谷市 基準なし 基準なし
本庄市 ２・３ ４・５
深谷市 ４・５
美里町 2・3 4・5
神川町 2・3 4・5
上里町 2・3 4・5
寄居町 ４・５
秩父市 支援２、介護１、介護２、介護３ 介護４、介護５
横瀬町
皆野町 なし なし
長瀞町
小鹿野町
合計 

通し番号

普通障害者控除該当する介護保険法介護区分
要介護度

特別障害者控除該当する介護保険法介護区分
要介護度

①65歳以上の高齢者で障害者に準じる「市町村長等や福祉事務所長の認定を受けている」方の障害者控除

普通障
害者控
除認定
書発行
件数

特別障
害者控
除認定
書発行
件数

介護保険用介護認定を参考にした基準がある場合

注釈一覧（市町村別）

医療圏順
NO、

自治体名 通し番号 分野 内容

伊奈町 子育て
当事者が相談しやすいよう、複数個所に相談受入機能をもたせている。
学校（担任の先生）、ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ、伊奈町社会福祉協議会等相談機関の相談員、民生委
員・児童委員協議会、役場（社会福祉課、子育て支援課、いきいき長寿課）

飯能市 国保 2､国民健康保険　㉕特定健診　2023年度受診率　３１．８見込（R6.3末現在）

さいたま市 保育 738(R6.4.1時点)

さいたま市 保育 635(R6.4.1時点)

さいたま市 保育 民間分（公立含まない）579,026

さいたま市 保育 公立分（民間含まない）83,564

さいたま市 後期 ⑥健康診査　2023年度受診率　検診　28.2（見込）

熊谷市

草加市

【項目の削除　】　集計中、抽出不可、制度なし、－（ハイフン）、未集計、未把握、不明、未実施など記載箇所は空欄にしている場合や、デデーータタ以以外外
でで記記載載いいたただだいいたた内内容容をを注注釈釈にに記記載載すするるかか等等判判断断ををささせせてていいたただだいいてていいるる場場合合ががごござざいいまますすののででごご了了承承くくだだささいい。。

330､331 介護 ⑫特養ホーム入所待機数／令和５年４月１日時点

57 ページ
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注釈一覧（市町村別）

医療圏順
NO、

自治体名 通し番号 分野 内容

伊奈町 子育て
当事者が相談しやすいよう、複数個所に相談受入機能をもたせている。
学校（担任の先生）、ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ、伊奈町社会福祉協議会等相談機関の相談員、民生委
員・児童委員協議会、役場（社会福祉課、子育て支援課、いきいき長寿課）

飯能市 国保 2､国民健康保険　㉕特定健診　2023年度受診率　３１．８見込（R6.3末現在）

さいたま市 保育 738(R6.4.1時点)

さいたま市 保育 635(R6.4.1時点)

さいたま市 保育 民間分（公立含まない）579,026

さいたま市 保育 公立分（民間含まない）83,564

さいたま市 後期 ⑥健康診査　2023年度受診率　検診　28.2（見込）

熊谷市

草加市

【項目の削除　】　集計中、抽出不可、制度なし、－（ハイフン）、未集計、未把握、不明、未実施など記載箇所は空欄にしている場合や、デデーータタ以以外外
でで記記載載いいたただだいいたた内内容容をを注注釈釈にに記記載載すするるかか等等判判断断ををささせせてていいたただだいいてていいるる場場合合ががごござざいいまますすののででごご了了承承くくだだささいい。。

330､331 介護 ⑫特養ホーム入所待機数／令和５年４月１日時点

57 ページ
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           市町村アンケート  1

22002244 年年度度自自治治体体要要請請キキャャララババンン  

2024 年 3 月 12 日/3 月 26 日（訂正版） 

市市町町村村アアンンケケーートト                      埼玉県社会保障推進協議会 

市町村名             通し番号(1) 

担当部署名                (2) 

担当者名                 (3) 

電話番号                 (4) 

下記の項目についてご回答をお願いします。 

なお、特に明記していない場合は、2024 年 4 月 1 日現在とします。 

 

記 

 

１、市町村の人口と世帯数について                    
①市町村の人口  人(5)、世帯数    世帯(6) 

②年齢階層 3区分別人口      0～14 歳     人(7) 

15～64 歳     人(8) 

65～74 歳     人(9) 

                75 歳以上     人(10) 

２、国民健康保険制度について                    
①加入世帯数      世帯(11) 

②被保険者数       人(12) 

③年齢階層別被保険者数      0～14 歳       人(13) 

15～64 歳       人(14) 

65～74 歳       人(15) 

④加入者数ごとの世帯数     1 人世帯       世帯(16) 

                2 人世帯       世帯(17) 

                3 人以上世帯     世帯(18) 

⑤所得階層別世帯数 

    所得 100 万円以下    世帯(無申告、所得不明世帯含む)(19) 

    所得 100 万円超 300 万円以下    世帯(20) 

    所得 300 万円超          世帯(21) 

⑥滞納世帯と加入世帯比率（資格喪失者は含まない） 

           世帯数      世帯数(22) 

           加入世帯比    ％(23) 

⑦所得別の滞納世帯数（2024/4/1 現在とし、その時点での資格喪失者は含まない) 

(所得は世帯の合計所得で、課税所得ではなく総所得） 

所得 100 万円未満の滞納世帯数(無申告世帯・所得不明世帯も含む) 

     世帯(24) 

   所得 100 万円以上～300 万円未満の滞納世帯数       世帯(25) 

所得 300 万円以上の滞納世帯数              世帯(26) 

⑧滞納による単独財産差押え状況(2023/4/1～2024/3/31) 

 不動産  件(27)、預貯金  件(28)、生命保険  件(29)(内学資保険  件(30) 

 物品  件(31)、給与  件(32)、年金  件(33)、税還付金  件(34) 

   総件数   件(35) 

⑨換価(現金化)し滞納金に充当した実件数と金額 

2023/4/1～2024/3/31       件(36)、       円(37) 

⑩2023 年度に執行した滞納処分の停止実施状況 
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(地方税法 15 条、国税徴収法 153 条による分類) 

      無財産    件(38) 金額    円(39) 

      生活困窮   件(40) 金額    円(41) 

      所在不明   件(42) 金額    円(43) 

      総件数    件(44) 金額    円(45) 

⑪資格証明書の発行世帯数     世帯(46) 

⑫短期保険証の発行・交付 

発行世帯数      世帯(47)、被保険者数     人(48) 

有効期間 

     □6 ヵ月 □4ヵ月 □3ヵ月 □1ヵ月(49) 

⑬被保険者証の窓口留置数 

通常の保険証窓口留置数   世帯(50)、内住所不明   世帯(51) 

短期保険証の窓口留置数   世帯(52)、内住所不明   世帯(53) 

資格証明書の窓口留置数   世帯(54)、内住所不明   世帯(55) 

⑭マイナ保険証について(今年 12 月２日から実施予定の資格確認書について) 

資格確認書の発行は、マイナ保険証の所持の有無によって発行 (〇、×印で) 

  持っていない被保険者のみ発行    （56） 

  すべての被保険者に発行    （57） 

資格確認書の資格有効期限の年月日 

※例 2025 年 3 月 31 の場合は 20250331 と記入       （58） 

マイナ保険証所持者に対して、10 月から「解除」の受付が行われることの案内を予定

している (〇、×印で)        （59）  

解除を行わない場合には、経過措置機関終了後にマイナ保険証でしか医療機関を受診で

きなくなることの案内を予定 (〇、×印で)       （60） 

⑮短期証について 

従来短期保険証を交付していた被保険者に対して、保険証廃止後の何らかの対応 

□有   □無   □検討中(61) 

⑯健康保険法の一部改正法(令和 3 年法律第 66 号)の施行に伴う令和 4 年度から実施の未

就学児国保税の均等割額の軽減について、所得軽減措置世帯別の見込み数を教えてくださ

い。 

 「軽減なし世帯見込数(5 割軽減)」 世帯数  世帯(62)、未就学児数  人(63) 

 「2 割軽減世帯見込数(6 割軽減)」  世帯数  世帯(64)、未就学児数  人(65) 

 「5 割軽減世帯見込数(7.5 割軽減)」 世帯数  世帯(66)、未就学児数  人(67) 

 「7 割軽減世帯見込数(8.5 割軽減)」 世帯数  世帯(68)、未就学児数  人(69) 

⑰多子世帯の子どもの均等割軽減の制度がある場合について 

   対象 年齢等 【               】(70) 

   所得制限の有無  □有   □無(71) 

   申請の有無    □有   □無(72) 

   減免の割合   【               】(73) 

   対象者世帯と人数      世帯(74)、    人(75) 

   2023 年度減免額実績               円(76) 

   2024 年度減免見込み額(予算)           円(77) 

⑱保険税の減免実施状況（2023/4/1～2024/3/31） 

  法定(7 割 5 割 2 割)軽減実施の世帯数と軽減額 

    7 割軽減   世帯(78)、   円(79) 

    5 割軽減   世帯(80)、   円(81) 

    2 割軽減   世帯(82)、   円(83) 

    その他   世帯(84)、   円(85) 
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    合計     世帯(86)、   円(87) 

⑲国保法 77 条による条例等による保険税減免を申請した世帯数   世帯(88) 

  同、申請減免を実施した世帯数と内訳 

総世帯数   世帯(89)、金額   円(90) 

   内訳 災害等によるもの          世帯(91) 

      事業廃止等著しい所得減少      世帯(92) 

      低所得による生活困窮        世帯(93) 

      65 歳以上、旧被扶養者        世帯(94) 

      その他               世帯(95) 

⑳国保法 44 条による条例等による一部負担金減免について 

申請減免を申請した世帯数（2023/4/1～2024/3/31）    世帯(96) 

申請減免を実施した世帯数（2023/4/1～2024/3/31）    世帯(97) 

申請減免を実施した総額 （2023/4/1～2024/3/31）    円(98) 

㉑(1)2024 年度の保険税率等(国保医療分) 

    所得割         (％)(99) 

    資産割         (％)(100) 

    均等割         (円)(101) 

    平等割         (円)(102) 

    賦課限度額       (万円)(103) 

(2)2024 年度の保険税率等(後期高齢者医療支援分) 

    所得割         (％)(104) 

    均等割         (円)(105) 

    賦課限度額       (万円)(106) 

(3) )2024 年度の保険税率等(介護保険分) 

    所得割         (％)(107) 

    均等割         (円)(108) 

    賦課限度額       (万円)(109) 

㉒次の(1)～(3)の条件で、年間で支払う国保税額 

(資産割はゼロと仮定、軽減される世帯の場合は軽減後の国保税額) 

(1)一人世帯(63 歳) 

所得 100 万円の世帯の国保税額          円／年(110) 

所得 200 万円の世帯の国保税額          円／年(111) 

(2)二人世帯(夫 63 歳、妻 63 歳、妻の収入はゼロ) 

所得 100 万円の世帯の国保税額          円／年(112) 

所得 200 万円の世帯の国保税額          円／年(113) 

(3)四人世帯(夫 45 歳、妻 45 歳で収入ゼロ、子どもは高校生 1人、中学生１人) 

所得 200 万円の世帯の国保税額          円／年(114) 

所得 300 万円の世帯の国保税額          円／年(115) 

㉓国保会計決算、県からの支出金について 

（2022 年度決算） 

収入総額                   円(116) 

     国民健康保険税              円(117) 

     国庫支出金                円(118) 

     県支出金                 円(119) 

     繰入金                  円(120) 

     繰越金                  円(121) 

     諸収入                  円(122) 

     その他                  円(123) 
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支出総額                   円(124) 

     総務費                  円(125) 

     保険給付費                円(126) 

     事業費納付金               円(127) 

     保健事業費                円(128) 

     基金積立金                円(129) 

     諸支出金                 円(130) 

その他                  円(131) 

    収入－支出差引残高             円(132) 

     基金残高(2023/3/31 現在)          円(133) 

 

（2023 年度決算見込み） 

収入総額                   円(134) 

     国民健康保険税              円(135) 

     国庫支出金                円(136) 

     県支出金                 円(137) 

     繰入金                  円(138) 

     繰越金                  円(139) 

     諸収入                  円(140) 

     その他                  円(141) 

 

支出総額                   円(142) 

     総務費                  円(143) 

     保険給付費                円(144) 

     事業費納付金               円(145) 

     保健事業費                円(146) 

     基金積立金                円(147) 

     諸支出金                 円(148) 

その他                  円(149) 

    収入－支出差引残高             円(150) 

     基金残高(2024/3/31 現在)         円(151) 

 

（2024 年度予算） 

収入総額                   円(152) 

     国民健康保険税              円(153) 

     国庫支出金                円(154) 

     県支出金                 円(155) 

     繰入金                  円(156) 

     繰越金                  円(157) 

     諸収入                  円(158) 

     その他                  円(159) 

 

支出総額                   円(160) 

     総務費                  円(161) 

     保険給付費                円(162) 

     事業費納付金               円(163) 

     保健事業費                円(164) 
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     基金積立金                円(165) 

     諸支出金                 円(166) 

その他                  円(167) 

    収入－支出差引残高             円(168) 

 

㉔一般会計から国保会計への法定外繰り入れ 

 法定外繰り入れの総額と目的別繰入額(決算補填等/決算補填等以外) 

2022 年度決算  総額    円/年(169)  

   決算補填等目的    円/年(170)、決算補填等以外    円/年(171)  

2023 年度決算見込み 総額    円/年(172)  

     決算補填等目的    円/年(173)、決算補填等以外    円/年(174) 

2024 度予算  総額    円/年(175)  

     決算補填等目的    円/年(176)、決算補填等以外    円/年(177) 

一世帯当たりの法定外繰入額 

  2022 年度決算    円/世帯/年(178)  

  2023 年度決算見込み    円/世帯/年(179)  

  2024 年度予算    円/世帯/年(180)  

㉕特定健診について 

    自己負担の有無          □有   □無(181) 

    胸部レントゲン直接撮影の有無   □有   □無(182) 

    2022 年度の受診率         ％ (183) 

    2023 年度の受診率見込       ％ (184) 

    2024 年度の受診率目標       ％ (185) 

㉖新型コロナウイルス感染症による保険税の減免について(2023 年度) 

  申請世帯数    世帯(186)   実施世帯数   世帯(187) 

  保険税の減免総額         円(188) 

㉗新型コロナウイルス感染症による傷病手当金ついて(2023 年度) 

  申請件数    件(189)    実施件数    件(190) 

    総額         円(191) 

  2024 年度以降も続ける場合は〇印 【     】(192) 

  事業主本人の「傷病見舞金」制度の有無 □有   □無(193) 

㉘㉗市町村の国民健康保険運営協議会について 

   委員の公募について  実施している場合は〇印 【     】(194) 

   傍聴について     可能な場合は〇印    【     】(195) 

 

３、障害者医療費および子ども医療費の助成制度について         
①重度心身障害者医療の公費負担制度について 

(1) 県基準の所得制限の実施について □実施している、□実施しない(200) 

 (2)障害者の入院時食事代補助を行なっている場合について 

        □全額補助  □一部補助 (201) 

 (3)現物給付について 

    □以前から実施している(202) 

    □24 年度から実施した(203) 

    □実施していない (204) 

②2024 年度の子ども医療費の助成制度について 

 (1)助成対象について 

入院  □中 3まで □高 3まで  □その他(               )(205) 

通院 □中 3まで □高 3まで □その他(          )(206) 
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 (2)受給要件について 

「市税等の完納要件」の有無  □有   □無 (207) 

所得制限の有無        □有   □無 (208) 

 (3)子どもの入院時食事代補助を行なっている場合について 

   □全額補助  □一部補助 (209) 

 

４、後期高齢者医療制度について                
①被保険者数         人(250) 

②滞納者の実数（2024/ 4/1 現在。その時点での資格喪失者は含まず）   人(251) 

③短期保険証を交付した人数    人(252) 

④滞納のため、資産を差押さえした実人数(2023/4/1～2024/3/31)   人(253) 

⑤医療費窓口負担割合 

  1 割負担の被保険者数    人(254) 

  2 割負担の被保険者数    人(255) 

  3 割負担の被保険者数    人(256) 

⑥健康診査について 

2024 年度の自己負担の有無 □有 □無 (257) 

2023 年度の受診率   ％(258) 2024 年度の受診率目標   ％(259) 

「聴力検査」項目の有無 □有 □無 (260) 

⑦人間ドッグの補助 

補助制度の有無 □有 □無(261) 有の場合、自己負担の有無 □有 □無(262) 

⑧宿泊費の補助 補助制度の有無  □有 □無 (263) 

⑨帯状疱疹ワクチン接種の補助 補助制度の有無  □有 □無 (264) 

⑩マイナ保険証について(今年 12 月２日から実施予定の資格確認書について) 

資格確認書の発行は、マイナ保険証の所持の有無によって発行 (〇、×印で) 

  持っていない被保険者のみ発行    （265） 

  すべての被保険者に発行    （266） 

資格確認書の資格有効期限の年月日 

※例 2025 年 3 月 31 の場合は 20250331 と記入        （267） 

⑪マイナ保険証について 

 今年の 12 月２日以降に７５才を向える現在７４才の被保険者への案内について 

（後期高齢に変更する際に、後期高齢の「資格確認書」または「資格情報のお知らせ」の

発行対象になる）誕生日をもって、保険証が無効になることを特別に伝える予定の有無  

□有 □無 (268) 

⑫短期保険証について 

従来短期保険証を交付していた被保険者に対して、保険証廃止後の何らかの対応 

  □有   □無   □検討中(269) 

 

５、介護保険制度について                   
①第１号被保険者数   人(280) 

②第 1号介護保険被保険者の保険料の金額について 

   基準保険料  （    円/年額）(281) 

   第 1 段階保険料（    円/年額）(282)  （基準額の    倍）(283) 

   最高段階保険料（    円/年額）(284)  （基準額の    倍）(285) 

③保険料段階       段階 (286) 

④準備基金額  （         円）(287) 

⑤被保険者の滞納者の実数 

        人（2024/4/1 現在、その時点での資格喪失者は含まず） (288) 
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   うち給付制限（制裁措置）をうけている人の数     人(289) 

⑥介護保険サービス利用の利用料自己負担割合ごとの被保険者数 

   1 割負担   人(290)、2 割負担   人(291)、3 割負担   人(292) 

⑦第 1号被保険者の要支援者の数、要介護者の数 

  要支援 1    人(293) 要支援 2    人(294) 

  要介護 1    人(295)  要介護 2    人(296) 要介護 3    人(297) 

  要介護 4    人(298) 要介護 5    人(299) 合計    人(300) 

⑧第 2号被保険者の要支援者の数、要介護者の数 

  要支援 1    人(301) 要支援 2    人(302) 

  要介護 1    人(303) 要介護 2    人(304) 要介護 3    人(305) 

  要介護 4    人(306) 要介護 5    人(307) 合計    人(308) 

⑨要介護認定更新の区分変更の結果について 

  更新した全件数   (2021/4/1～2022/3/31）    件(309) 

            (2022/4/1～2023/3/31）    件(310) 

            (2023/4/1～2024/3/31）    件(311) 

  前回より軽度に判定 (2021/4/1～2022/3/31）    件(312) 

             (2022/4/1～2023/3/31）    件(313) 

                (2023/4/1～2024/3/31）    件(314) 

  前回と変わらない  (2021/4/1～2022/3/31）    件(315) 

             (2022/4/1～2023/3/31）    件(316) 

                (2023/4/1～2024/3/31）    件(317) 

  前回より重度に判定 (2021/4/1～2022/3/31）    件(318) 

             (2022/4/1～2023/3/31）    件(319) 

                (2023/4/1～2024/3/31）    件(320) 

  介護認定から外れた件数  (2021/4/1～2022/3/31）    件(321) 

                   (2022/4/1～2023/3/31）    件(322) 

                   (2023/4/1～2024/3/31）    件(323) 

⑩条条例等による独自の介護保険料減免制度について（2023 年度） 

申請減免を受付した人数     人(324) 

申請減免を実施した人数     人(325) 

申請減免を実施した総額      円(326) 

⑪条例等による独自の利用料の減免・助成について（2023 年度） 

申請減免を受付した人数     人(327) 

申請減免を実施した人数     人(328) 

申請減免を実施した総額     円(329) 

⑫特別養護老人ホーム入所待機者の実数      人(330) 

   その内、要介護 1および 2の人の人数      人(331) 

⑬地域包括支援センターについて 

□直営（    カ所）(332) □委託（    カ所）(333) 

⑭地域密着型サービスの各事業について（2023 年度） 

(1)「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」 

  サービスを提供した事業所数        カ所(334) 

  サービスを提供された実人数        人(335) 

(2)「夜間対応型訪問看護」 

  サービスを提供した事業所数        カ所(336) 

  サービスを提供された実人数        人(337) 

(3)「認知症対応型通所介護」 

  サービスを提供した事業所数        カ所(338) 
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  サービスを提供された実人数        人(339) 

(4)「小規模多機能型居宅介護」 

  サービスを提供した事業所数        カ所(340) 

  サービスを提供された実人数        人(341) 

(5)「認知症対応型共同生活介護」  

  サービスを提供した事業所数        カ所(342) 

  サービスを提供された実人数        人(343) 

(6)「地域密着型特定施設入居者生活介護」 

  サービスを提供した事業所数        カ所(344) 

  サービスを提供された実人数        人(345) 

(7)「地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護」 

  サービスを提供した事業所数      カ所(346) 

  サービスを提供された実人数        人(347) 

(8)「看護小規模多機能型居宅介護」 

  サービスを提供した事業所数        カ所(348) 

  サービスを提供された実人数        人(349) 

(9)「地域密着型通所介護」 

  サービスを提供した事業所数        カ所(350) 

  サービスを提供された実人数        人(351) 

⑮介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況について（2023 年度） 

 (1)訪問型サービスの実施内容 

  1)現行相当サービス事業所数                カ所(352) 

  2)緩和した基準によるサービス（訪問型Ａ）事業所数     カ所(353) 

  3)住民主体によるサービス（訪問型Ｂ）団体数        カ所(354) 

(2)通所型サービスの実施内容 

  1)現行相当サービス事業所数                カ所(355) 

2)緩和した基準によるサービス（通所型Ａ）事業所数     カ所(356) 

3)住民主体によるサービス（通所型Ｂ）団体数        カ所(357) 

 

６、障害者福祉について                        
①身体障害者手帳交付数          人(380) 

②精神障害者保健福祉手帳交付件数     人(381) 

③知的障害者療育手帳交付数        人(382) 

④市内障害者支援（入所）施設       カ所(383)  定員    人(384) 

⑤障害者支援施設（入所）支給決定者について 

  合計     人(385) 

    市内・障害保健福祉圏域内    人(386) 

障害保健福祉圏域外・県内    人(387) 県外    人(388) 

⑥障害者支援施設 待機者     人(389) 

内  区分１（   ）人(390) 

区分２（   ）人(391) 

区分３（   ）人(392) 

区分４（   ）人(393) 

区分５（   ）人(394) 

区分６（   ）人(395) 

⑦市内グループホーム    カ所(396)   総定員    人(397)  

⑧市内グループホームの設立団体と設置ホーム数 

  社会福祉法人    法人(398)    カ所(399) 
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  サービスを提供された実人数        人(339) 

(4)「小規模多機能型居宅介護」 

  サービスを提供した事業所数        カ所(340) 

  サービスを提供された実人数        人(341) 

(5)「認知症対応型共同生活介護」  

  サービスを提供した事業所数        カ所(342) 

  サービスを提供された実人数        人(343) 

(6)「地域密着型特定施設入居者生活介護」 

  サービスを提供した事業所数        カ所(344) 

  サービスを提供された実人数        人(345) 

(7)「地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護」 

  サービスを提供した事業所数      カ所(346) 

  サービスを提供された実人数        人(347) 

(8)「看護小規模多機能型居宅介護」 

  サービスを提供した事業所数        カ所(348) 

  サービスを提供された実人数        人(349) 

(9)「地域密着型通所介護」 

  サービスを提供した事業所数        カ所(350) 

  サービスを提供された実人数        人(351) 

⑮介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況について（2023 年度） 

 (1)訪問型サービスの実施内容 

  1)現行相当サービス事業所数                カ所(352) 

  2)緩和した基準によるサービス（訪問型Ａ）事業所数     カ所(353) 

  3)住民主体によるサービス（訪問型Ｂ）団体数        カ所(354) 

(2)通所型サービスの実施内容 

  1)現行相当サービス事業所数                カ所(355) 

2)緩和した基準によるサービス（通所型Ａ）事業所数     カ所(356) 

3)住民主体によるサービス（通所型Ｂ）団体数        カ所(357) 

 

６、障害者福祉について                        
①身体障害者手帳交付数          人(380) 

②精神障害者保健福祉手帳交付件数     人(381) 

③知的障害者療育手帳交付数        人(382) 

④市内障害者支援（入所）施設       カ所(383)  定員    人(384) 

⑤障害者支援施設（入所）支給決定者について 

  合計     人(385) 

    市内・障害保健福祉圏域内    人(386) 

障害保健福祉圏域外・県内    人(387) 県外    人(388) 

⑥障害者支援施設 待機者     人(389) 

内  区分１（   ）人(390) 

区分２（   ）人(391) 

区分３（   ）人(392) 

区分４（   ）人(393) 

区分５（   ）人(394) 

区分６（   ）人(395) 

⑦市内グループホーム    カ所(396)   総定員    人(397)  

⑧市内グループホームの設立団体と設置ホーム数 

  社会福祉法人    法人(398)    カ所(399) 



－ 66 －

           市町村アンケート  9

  ＮＰＯ法人    法人(400)    カ所(401) 

  医療法人     法人(402)    カ所(403) 

  株式会社     社(404)     カ所(405) 

  その他            カ所(406) 

⑨グループホーム支給決定者      人(407) 

  市内              人(408) 

  市外・障害保健福祉圏域内    人(409) 

  県内・障害保健福祉圏域外    人(410) 

  県外              人(411) 

内障害支援区分 

区分１（   ）人(412) 

区分２（   ）人(413) 

区分３（   ）人(414) 

区分４（   ）人(415) 

区分５（   ）人(416) 

区分６（   ）人(417) 

⑩グループホームへの自治体単独補助の有無 □有 □無(418) 

有の場合該当する項目に 

（□施設整備(419)、□運営費(420)、□上乗せ補助(421)、□その他（   ）(422) 

⑪ショートステイの利用状況について(20233/4/1～20244/3/31） 

   （身体・知的障害が重複する方の場合は、主たる障害で記載ください。） 

  ・年間延べ利用人数    人(423) と延べ支給量    日(424) 

  ・年間実利用人数     人(425) 

  ・利用者の中で、年間で最も多かった人の支給日数    日(426) 

  ・医療的ケア児のショートステイ実利用者数       人(427)  

⑫福祉タクシー利用料金助成（料金改定後の 2024 年 4 月 1 日現在）  

   ・初乗り料金    枚(428)   ・金額にして         円 (429) 

      透析患者等   枚(430) 

   ・ガソリン補助券 金額にして         円(431) 

   ・その他電車・バス利用料補助 金額にして         円(432) 

⑬６５歳での介護保険への移行について 

 ・介護保険の一律優先しないことについて、当事者に説明している。 

        □している(433)  □していない(434)   

 ・６５歳になったときに、要介護認定調査、未申請の人の障害福祉サービスの継続的支

給について 〇印 

      ア、勧奨を継続しながら、継続的支給【   】(435) 

イ、勧奨を継続しながら、更新期間を短くして支給【   】(436) 

ウ、勧奨を継続しながら、制限期間を設けて支給【   】(437) 

      エ、そのまま継続【   】(438) 

□打ち切り【   】(439) 

⑭専門相談員の不足からくる問題について 

・障害福祉サービスの利用者実人数           人(440) 

・セルフプランで実施している実人数          人(441) 

    ・うち、専門相談員を必要としている実人数       人(442) 

 

７、子育て支援について                           
①公立保育所の数と定数(公設民営の場合はカウントしません) 

  公立保育所の数     2023 年    カ所(450) 2024 年     カ所(451) 
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  公立保育所の定数    2023 年     人(452) 2024 年      人(453) 

②公設民営の保育所の数と定数 

  公設民営保育所の数   2023 年    カ所(454)  2024 年     カ所(455) 

  公設民営保育所の定数  2023 年     人(456) 2024 年      人(457) 

③民間の認可保育所の数と定数 

  民間認可保育所の数  2023 年   カ所(458)  2024 年   カ所(459) 

  民間認可保育所の定数 2023 年    人(460) 2024 年    人(461) 

④認定こども園の数と定数 

 (1)幼保連携型認定こども園の数 2023 年  カ所(462)、2024 年  カ所(463) 

   幼保連携型認定こども園の定数 2023 年   人(464)、2024 年   人(465) 

 (2)幼稚園型認定こども園の数 2023 年   カ所(466)、2024 年   カ所(467) 

   幼稚園型認定こども園の定数 2023 年   人(468)、2024 年   人(469) 

 (3)保育所型認定こども園の数  2023 年   カ所(470)、2024 年   カ所(471) 

   保育所型認定こども園の定数 2023 年   人(472)、2024 年   人(473) 

 (4)地方裁量型認定こども園の数 2023 年  カ所(474)、2024 年  カ所(475) 

   地方裁量型認定こども園の定数 2023 年  人(476)、2024 年  人(477) 

⑤その他の保育施設の数と定数 

(1)小規模保育事業所の数  2023 年   カ所(478)、2024 年   カ所(479) 

小規模保育事業所の定数 2023 年   人(480)、2024 年   人(481) 

(2)家庭的保育事業所の数  2023 年   カ所(482)、2024 年   カ所(483) 

家庭的保育事業所の定数 2023 年   人(484)、2024 年   人(485) 

(3)幼稚園の数       2023 年   カ所(486)2024 年   カ所(487) 

     幼稚園の定数      2023 年   人(488)、2024 年   人(489) 

⑥認可保育所に 2024 年 4 月からの入所を申し込んだ児童数    人(490) 

           その内、不承諾通知を送付した児童数    人(491) 

⑦受け入れ児童数の増減（2023/4/1 と 2024/4/1 との比較） 

   公立保育所の増減数    増加  人(492)  減少  人(493) 

   公設民営保育所の増減数  増加  人(494)  減少  人(495) 

   民間認可保育所の増減数  増加  人(496)  減少  人(497) 

   認定こども園の増減数   増加  人(498)  減少  人(499) 

   地域型保育事業の増減数  増加  人(500)  減少  人(501) 

⑧障害児を受け入れる保育施設  

   公立保育所          人(502)(    カ所)(503) 

   公設民営保育所        人(504)(    カ所)(505) 

   民間認可保育所        人(506)(    カ所)(507) 

   認定こども園         人(508)(    カ所)(509) 

   地域型保育事業        人(510)(    カ所)(511) 

⑨保育施設への障害児加算について、市の独自加算の有無 

   公立保育所(保育士の加配)      人(512) 

   公設民営認可保育所(保育士の加配)    人(513) 

   民間認可保育所(障害児加算)     □有 □無 (514) 

   認定こども園(障害児加算)      □有 □無 (515) 

   地域型保育事業(障害児加算)     □有 □無 (516) 

⑩保育士の数について 

  公立保育所 

正規雇用の保育士数               人(517) 

非正規雇用の保育士数              人(518) 

   無資格保育助手を採用している公立認可保育所数    カ所(519) 
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  公立保育所の定数    2023 年     人(452) 2024 年      人(453) 

②公設民営の保育所の数と定数 

  公設民営保育所の数   2023 年    カ所(454)  2024 年     カ所(455) 

  公設民営保育所の定数  2023 年     人(456) 2024 年      人(457) 

③民間の認可保育所の数と定数 

  民間認可保育所の数  2023 年   カ所(458)  2024 年   カ所(459) 

  民間認可保育所の定数 2023 年    人(460) 2024 年    人(461) 

④認定こども園の数と定数 

 (1)幼保連携型認定こども園の数 2023 年  カ所(462)、2024 年  カ所(463) 

   幼保連携型認定こども園の定数 2023 年   人(464)、2024 年   人(465) 

 (2)幼稚園型認定こども園の数 2023 年   カ所(466)、2024 年   カ所(467) 

   幼稚園型認定こども園の定数 2023 年   人(468)、2024 年   人(469) 

 (3)保育所型認定こども園の数  2023 年   カ所(470)、2024 年   カ所(471) 

   保育所型認定こども園の定数 2023 年   人(472)、2024 年   人(473) 

 (4)地方裁量型認定こども園の数 2023 年  カ所(474)、2024 年  カ所(475) 

   地方裁量型認定こども園の定数 2023 年  人(476)、2024 年  人(477) 

⑤その他の保育施設の数と定数 

(1)小規模保育事業所の数  2023 年   カ所(478)、2024 年   カ所(479) 

小規模保育事業所の定数 2023 年   人(480)、2024 年   人(481) 

(2)家庭的保育事業所の数  2023 年   カ所(482)、2024 年   カ所(483) 

家庭的保育事業所の定数 2023 年   人(484)、2024 年   人(485) 

(3)幼稚園の数       2023 年   カ所(486)2024 年   カ所(487) 

     幼稚園の定数      2023 年   人(488)、2024 年   人(489) 

⑥認可保育所に 2024 年 4 月からの入所を申し込んだ児童数    人(490) 

           その内、不承諾通知を送付した児童数    人(491) 

⑦受け入れ児童数の増減（2023/4/1 と 2024/4/1 との比較） 

   公立保育所の増減数    増加  人(492)  減少  人(493) 

   公設民営保育所の増減数  増加  人(494)  減少  人(495) 

   民間認可保育所の増減数  増加  人(496)  減少  人(497) 

   認定こども園の増減数   増加  人(498)  減少  人(499) 

   地域型保育事業の増減数  増加  人(500)  減少  人(501) 

⑧障害児を受け入れる保育施設  

   公立保育所          人(502)(    カ所)(503) 

   公設民営保育所        人(504)(    カ所)(505) 

   民間認可保育所        人(506)(    カ所)(507) 

   認定こども園         人(508)(    カ所)(509) 

   地域型保育事業        人(510)(    カ所)(511) 

⑨保育施設への障害児加算について、市の独自加算の有無 

   公立保育所(保育士の加配)      人(512) 

   公設民営認可保育所(保育士の加配)    人(513) 

   民間認可保育所(障害児加算)     □有 □無 (514) 

   認定こども園(障害児加算)      □有 □無 (515) 

   地域型保育事業(障害児加算)     □有 □無 (516) 

⑩保育士の数について 

  公立保育所 

正規雇用の保育士数               人(517) 

非正規雇用の保育士数              人(518) 

   無資格保育助手を採用している公立認可保育所数    カ所(519) 
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  公設民営保育所 

正規雇用の保育士数               人(520) 

非正規雇用の保育士数              人(521) 

   無資格保育助手を採用している公設民営認可保育所数    カ所(522) 

⑪市民税所得割額に年少扶養控除を反映させて階層を認定するなど、保育料軽減措置を実

施の有無  □有  □無   (523) 

⑫施設整備費の増減（2023/4/1 と 2024/4/1 との比較） 

  施設整備費総額  増加    千円(524)  減少    千円(525) 

  内公立保育所分  増加    千円(526)  減少    千円(527) 

⑬学童保育(放課後児童クラブ)の数と定数 

   学童保育の数     2023 年   カ所(528) 2024 年    カ所(529) 

   支援の単位数     2023 年   カ所(530) 2024 年    カ所(531) 

   学童保育の定数    2023 年     人(532)  2024 年      人(533) 

⑭学童保育に 2024 年 4 月からの入所を申し込んだ児童数        人(534) 

   その内、待機となった児童数                  人(535) 

⑮学童保育の障害児の受け入れ数 

      人(536)、(クラブ数     カ所)(537) 

⑯学童保育の指導員の数 

正規雇用の指導員数         人(538) 

   非正規雇用の指導員数        人(539) 

⑰ヤングケアラーについて 

相談窓口はありますか。ある場合は〇印      (540) 

ある場合の相談窓口はどこですか         (541) 

 

８、生活保護制度について                       
□さいたま市は 10 区毎に回答をお願いします。（なお⑩は区ごとの回答は除く） 

①生活保護世帯数と人数  2023/4/1 現在      世帯(600)、     人(601) 

             2024/4/1 現在      世帯(602)、     人(603) 

②生活保護世帯の構成割合 

   高齢者世帯         世帯(604)        ％(605) 

母子世帯          世帯(606)        ％(607) 

疾病・障害世帯       世帯(608)        ％(609) 

その他世帯         世帯(610)        ％(611) 

③窓口相談件数 2022/4/1～2023/3/31         件(612) 

2023/4/1～2024/3/31        件(613) 

④新規申請世帯数 2022/4/1～2023/3/31       世帯(614) 

2023/4/1～2024/3/31         世帯(615) 

⑤新規開始世帯数 2022/4/1～2023/3/31       世帯(616) 

2023/4/1～2024/3/31        世帯(617) 

⑥辞退届で廃止した世帯数 2022/4/1～2023/3/31      世帯(618) 

2023/4/1～2024/3/31     世帯(619) 

□次の⑦⑧⑨⑩は市のみ回答してください。町村は回答の必要はありません。 

⑦ケースワーカーの配置 

   査察指導員数         人(620) 

   現業員数           人(621) 

現業員数の増減（2023/4/1/と 2024/4/1 との比較） 

            増員   人(622)、減員   人(623) 

   現業員の不足数  2023/4/1 現在         人(624) 
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2024/4/1 現在         人(625) 
現業員 1人あたりの担当世帯数 

2023/3/31 現在       世帯(626) 

2023/4/1 現在        世帯(627) 

2024/3/31 現在       世帯(628) 

2024/4/1 現在        世帯(629) 

  現業員の 1人あたりの申請取扱い件数 

2022/4/1～2023/3/31 の期間        件(630) 

2023/4/1～2024/3/31 の期間        件(631) 

  2023 年度監査(県または国)の結果、指摘された現業員不足数     人(632) 

⑧扶養照会ついて、 

厚労省と埼玉県の通知(Ｒ５年)に沿ってリーフレットを変更しましたか。     

実施している場合は〇印 【     】(633) 

  新規申請のうち、扶養照会した世帯数  2022 年度      世帯(634) 

2023 年度        世帯(635) 

上記のうち、金銭的援助が受けられるようになった世帯数 

2022 年度      世帯(636) 

2023 年度        世帯(637) 

⑨生活困窮者自立支援制度 （2023/4/1～2024/3/31 まで） 

 自立相談支援 新規相談者受付件数          件(638) 

        プラン作成件数            件(639) 

        就労支援対象者数           人(640) 

        就労者数                人(641) 

 法定事業等 

   就労準備支援事業   利用者累計        件(642) 

   一時生活支援事業   利用者累計        件(643) 

   家計相談支援事業   利用者累計        件(644) 

   子どもの学習支援事業 利用者実人数       人(645) 

   住宅確保給付金支給決定件数           件(646) 

⑩生活困窮者自立支援制度の自立相談支援事業の実施方法等について 

   実施方法(直営又は委託などの区別) 【          】(647) 

   委託先区分(株式会社、NPO 法人等) 【          】(648) 

   委託先業者、団体名        【          】(649) 

 

９、その他                              
①65 歳以上の高齢者で障害者に準じる「市町村長等や福祉事務所長の認定を受けている」

方の障害者控除について(2023 年度) 

普通障害者控除認定書発行件数      件(650) 

特別障害者控除認定書発行件数      件(651) 

介護保険要介護認定を参考にした基準がある場合 

普通障害者控除に該当する介護保険法要介護区分 要介護度【    】(652) 

     特別障害者控除に該当する介護保険法要介護区分 要介護度【    】(653) 

 

以以上上  

 

ご協力ありがとうございました。 
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自自治治体体要要請請キキャャララババンンのの成成功功ににむむけけてて  

 

自治体要請キャラバンは、埼玉県社会保障推進協議会が 1993 年 6 月の結成直前に行

なわれた全県地域連鎖行動の経験がきっかけで取り組まれるようになりました。この行

動では 3 日間で 60 自治体の訪問にとどまりましたが、翌 1994 年には 92 自治体をすべ

て訪問させていただきました。今年で 31 回目となりました。参加された団体・地域の皆

さん、対応していただいた行政の皆様には長年にわたりご協力をいただき感謝申し上げ

ます。今後ともご協力をよろしくお願い致します。 

 

岸田政権は、2024 年度の国会予算について、防衛費を 5 年間で 43 兆円を費やすこと

を決め、今年度も約 8 兆円規模にしました。一方で社会保障費の伸びを 1400 億円もおさ

え、物価高騰で困窮している国民の生活を直撃しています。また、2026 年度から子ども

子育て支援金を本来国の予算から捻出することが基本ですが、新たに健康保険の保険料

(税)に転嫁し、一人あたり 500 円を想定しています。住民のいのちと健康を守る地方自

治体においてきちんと国に要請（抗議）をしていくことが求められているのではないで

しょうか 

 

社会保障は国の責任です。憲法 92 条の地方自治の本旨に基づき、国の施策が不十分な

場合や住民の生活実態や住民の要求から乖離する場合には、住民に直接向き合う自治体

として、国にモノ申し、積極的な独自施策を講じるなど、住民のいのちと人権を守るた

めに役割を果たして住民のいのちを守る防波堤となっていただきたいと考えています。 

 

 さて、2024 年度の自治体要請キャラバン行動では、別記のとおり要望書と懇談事項を

まとめました。キャラバン行動での懇談事項へのご回答をよろしくお願いします。 

 今年は、昨年新型コロナ後遺症が２類から５類に変更されたことにより例年通りの懇

談に戻してきました。今年も同様にお願いしています。しかしながら、新型コロナウイ

ルス感染症は収まったわけではありませんので、当日、発熱など体調のすぐれない方は

参加を控えるようにお願いをしていきます。また、感染防止対策として、手指等の消毒

は引き続きお願いいたします。 

  

11、、社社会会保保障障のの拡拡充充をを求求めめるる要要望望書書ににつついいてて  

（1）「要望書」文書での回答をお願いします。回答は 8 月 16 日までにメールでお願いし

ています。 

（2）要望書に対する回答は、社保協作成の回答用のひな形(Word)でお願いしています。 

 

22、、懇懇談談当当日日のの「「懇懇談談事事項項」」ににつついいてて  

  訪問当日の懇談は 90 分という限られた時間ですので、懇談事項(5 分野)に絞っての

懇談をお願いします。当日は、懇談事項すべてを最初に回答をいただき、そのあと項

目ごとに意見交換をしたいと思います。 

 ※自治体へは、差し支えなければ懇談事項の回答を、文書で当日の参加者に配布をお
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願いしています。しかしながら、回答用紙が配布されない自治体もありますのでご理

解をお願いします。 

 

33、、懇懇談談当当日日のの日日程程表表ににつついいてて  

  1 頁に一覧表を掲載しておりますのでご確認ください。※3 月にお送りした日程に

一部変更がありますのでご注意ください。 

 

44、、アアンンケケーートト（（キキャャララババンン資資料料集集））ににつついいてて  

実態把握と継続性を重視し、回答の基準日は 2024 年 4 月 1 日現在を基本としてい

ます。自治体によっては、集計日が異なる場合もあります。「実数」での回答や「延

数」での回答などが混在している場合もあり注意が必要です。数値については自治体

に確認しながら活用してください。自治体によって、住民の年齢構成や地域の産業や

これまでの到達点などがさまざまです。昨年までのアンケート結果などとつきあわせ、

変化をつかみ懇談の際に生かしていきましょう。 

 

55、、自自治治体体のの皆皆ささままへへ  

自治体の皆さまには、年度末をはさんだ多忙な時期に、アンケートへのご回答をお

願いしました。ご回答をいただいたすべての行政の皆様にこころより感謝申し上げま

す。 

 

 

 

2024 年 5 月 31 日 

埼玉県社会保障推進協議会 

会長 柴田 泰彦 

事務局長 段  和志 
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要望書  1 

 

  

  

市市町町村村長長  様様  

2024 年度自治体要請キャラバン 

社社会会保保障障のの拡拡充充をを求求めめるる要要望望書書  
2024 年 5 月 23 日 

 埼玉県社会保障推進協議会 

会長 柴田 泰彦 

はじめに 

 埼玉県社会保障推進協議会が 1994 年から取り組む自治体要請キャラバンに毎年ご協力をいただ

き感謝申し上げます。今年も、年度末でお忙しい中で、「事前アンケート」へのご回答をいただき

御礼申し上げます。また、住民のいのちと健康を守る対応に感謝申し上げます。 

 今年の自治体要請キャラバン行動は、コロナ禍前の例年通りの訪問と懇談をお願いしておりま

す。しかしながら、感染予防対策を留意しながら実施したいと考えています。ぜひご理解とご協力

をお願いします。 

岸田政権は、異次元の少子化対策として、「子ども・子育て支援金」を閣議決定し、その財源は

国と地方をあわせて年間 3.6 兆円規模の予算を打ち出しました。岸田首相は「実質負担はない」と

強弁していましたが、2025 年度に「子ども子育て支援特別会計」を創設し、医療保険料に上乗せ

をして 2026 年度から徴収する方向です。国民健康保険加入者は一人あたり４００円、１世帯あた

りでは６００円と試算をしています。物価高騰で国民生活が困窮している中で、あらたな大増税と

いう声もあがっています。そして、医療・介護を中心とした社会保障費の削減を行なおうとしてい

ます。その一方で、東アジア地域の危機をあおって 2024 年度の防衛費は約８兆円まで膨れ上がり、

憲法９条から逸脱し、専守防衛を放棄し、敵基地攻撃能力の保有など、日本を危険な道に進ませよ

うとしています。 

2024 年度は、働き方改革が本格的に始まる中で、政府は、社会保障費の削減計画をより一層す

すめる「全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）」として、「法定外繰入の廃止」

「国保税の統一」を 2030 年までに早急に実現する行程案、自治体に迫っています。このような社

会保障費を抑制する政策は、憲法 92 条の地方自治の理念を破壊していきます。特に国民健康保険

に加入する住民の８割は、無職の年金生活者、非正規労働者です。物価高騰の中で、これ以上の住

民負担はくらしと健康の破綻をもたらすことになります。 

社会保障は憲法 25 条で保障された国の責任です。国の施策が不十分なことにより、住民の生活

実態と乖離する場合には、国にモノ申し、積極的な独自施策を講じるなど、住民のいのちと人権を

守るために防波堤となっていただきたいと考えています。また、政府は 12 月 2 日で「現行の健康

保険証の発行を中止する予定です」これは、63 年以上続く国民皆保険制度が崩壊する危険性があ

ります。「マイナ保険証」と現行の健康保険証を両方利用できるようにすることが大切ではないで

しょうか。このこともふまえて 2024 年度自治体要請キャラバン行動の要望書を提出いたします。

ご回答は 8月 16 日(金)までにいただければ幸いです。よろしくお願いいたします。 

要望書  2 

 

22002244 年年度度自自治治体体要要請請キキャャララババンン  

社社会会保保障障のの拡拡充充をを求求めめるる要要望望書書  

11、、だだれれももがが安安心心ししてて医医療療をを受受けけらられれるるたためめにに                              

１． 国民健康保険制度について 

 (1)国民皆保険制度を守り、発展させてください。 

国民健康保険法の第１章(総則)、 (この法律の目的) 第１条に、国民健康保険事業の健全な

運営を確保し、もつて社会保障及び国民健康の向上に寄与することを目的とする。となっており

ます。現在も変わっておりません。国・県は、相互扶助と受益者負担を強調していますが、国民

健康保険の保険税は、協会けんぽ等と比べても２倍近く高くなっています。それ故に、国庫負担

の増額(全国知事会は 1 兆円)を求めていくことはもちろんですが、市町村におかれましては、

国民皆保険制度を守るために、「払える保険税」にして、誰もが安心して医療にかかれるように

してください。 

 

 (2) 埼玉県第 3期国保運営方針について 

  ① 「第 3期国保運営方針」において、令和６年度から「納付金」の統一、令和 9年度に保険

税の準統一をおこなう前提として、県は医療費水準反映係数α＝0としていくとしています。

しかし、南部、南西部東部の医療圏と比較して北部、秩父の医療圏では、医療機関など、医

療提供体制により、医療費水準に大きな差が生じています。住民が安心して医療にかかれる

ようにするために、地方分権の観点から「保険税」が高くならないように慎重に検討をすす

めてください。 

② 地方財政法第二条には「（地方財政運営の基本）第二条 地方公共団体は、その財政の健

全な運営に努め、いやしくも国の政策に反し、又は国の財政若しくは他の地方公共団体の財

政に累を及ぼすような施策を行つてはならない。２ 国は、地方財政の自主的な且つ健全な

運営を助長することに努め、いやしくもその自律性をそこない、又は地方公共団体に負担を

転嫁するような施策を行つてはならない」と明記されています。物価高騰する中で「保険税」

が住民の負担にならないように、一般財政からの法定外繰入を引き続き行なってください。

そして、今後も市町村が必要と判断した場合には、住民の福祉の向上に貢献する対応を行っ

てください。 

③第３期国保運営方針はあくまでも技術的助言であり、すべて市町村の合意がなければまと

められないものです。県は、市町村と合意ができたと強調していますが、統一にむけての

「保険税」の引き上げに悩んでいる市町村はあります。高齢化社会の中で、保険税の統一は、

今後も際限なく引き上がっていくことが予想されます。負担の公平性、国保財政の安定運営

の前に、住民の健康と暮らし優先するために、第 3 期国保運営方針の撤回を求めてくださ

い。 

④国保法 77 条（保険料の減免）は、「条例の定めるところにより、特別の理由があるものに

対し、保険税を減免できる。」とあります。まさに少子化対策は急務であり、特別の理由と

して、18 歳までの子どもの均等割はなくすことを条例で定めてください。また、国や県に

求めてください。 
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要望書  2 

 

22002244 年年度度自自治治体体要要請請キキャャララババンン  

社社会会保保障障のの拡拡充充をを求求めめるる要要望望書書  

11、、だだれれももがが安安心心ししてて医医療療をを受受けけらられれるるたためめにに                              

１． 国民健康保険制度について 

 (1)国民皆保険制度を守り、発展させてください。 

国民健康保険法の第１章(総則)、 (この法律の目的) 第１条に、国民健康保険事業の健全な

運営を確保し、もつて社会保障及び国民健康の向上に寄与することを目的とする。となっており

ます。現在も変わっておりません。国・県は、相互扶助と受益者負担を強調していますが、国民

健康保険の保険税は、協会けんぽ等と比べても２倍近く高くなっています。それ故に、国庫負担

の増額(全国知事会は 1 兆円)を求めていくことはもちろんですが、市町村におかれましては、

国民皆保険制度を守るために、「払える保険税」にして、誰もが安心して医療にかかれるように

してください。 

 

 (2) 埼玉県第 3期国保運営方針について 

  ① 「第 3期国保運営方針」において、令和６年度から「納付金」の統一、令和 9年度に保険

税の準統一をおこなう前提として、県は医療費水準反映係数α＝0としていくとしています。

しかし、南部、南西部東部の医療圏と比較して北部、秩父の医療圏では、医療機関など、医

療提供体制により、医療費水準に大きな差が生じています。住民が安心して医療にかかれる

ようにするために、地方分権の観点から「保険税」が高くならないように慎重に検討をすす

めてください。 

② 地方財政法第二条には「（地方財政運営の基本）第二条 地方公共団体は、その財政の健

全な運営に努め、いやしくも国の政策に反し、又は国の財政若しくは他の地方公共団体の財

政に累を及ぼすような施策を行つてはならない。２ 国は、地方財政の自主的な且つ健全な

運営を助長することに努め、いやしくもその自律性をそこない、又は地方公共団体に負担を

転嫁するような施策を行つてはならない」と明記されています。物価高騰する中で「保険税」

が住民の負担にならないように、一般財政からの法定外繰入を引き続き行なってください。

そして、今後も市町村が必要と判断した場合には、住民の福祉の向上に貢献する対応を行っ

てください。 

③第３期国保運営方針はあくまでも技術的助言であり、すべて市町村の合意がなければまと

められないものです。県は、市町村と合意ができたと強調していますが、統一にむけての

「保険税」の引き上げに悩んでいる市町村はあります。高齢化社会の中で、保険税の統一は、

今後も際限なく引き上がっていくことが予想されます。負担の公平性、国保財政の安定運営

の前に、住民の健康と暮らし優先するために、第 3 期国保運営方針の撤回を求めてくださ

い。 

④国保法 77 条（保険料の減免）は、「条例の定めるところにより、特別の理由があるものに

対し、保険税を減免できる。」とあります。まさに少子化対策は急務であり、特別の理由と

して、18 歳までの子どもの均等割はなくすことを条例で定めてください。また、国や県に

求めてください。 
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要望書  3 

 

 

 (3) 所得に応じて払える保険税にしてください。 

  ① 応能負担を原則とする保険税率に改めてください。 

  ② 子ども(18 歳以下)の均等割負担を廃止してください。 

  ③ 協会けんぽと比較しても高い保険税になっており、払える保険税にするために一般会計

からの法定外繰入を増額(復活)してください。 

  ④ 国保会計基金から繰り入れて保険税を引き上げないでください。 

 

 (4) 受療権を守るために正規保険証を全員に発行してください。 

  ① すべての被保険者に正規の保険証を郵送してください。 

② 住所不明以外の保険証の窓口留置は行なわないでください。 

③ 資格証明書は発行しないでください。 

 

 (5) マイナンバーカードと健康保険証の一体化について 

  ① 「マイナ保険証」を持っていない方には、「資格確認書」を発行することになっています。

2029 年 7 月末までの有効期限にしてください。 

  ② 「マイナ保険証」を所持している方に、解除できることをお知らせください。 

   

 (6) 国保税の減免・猶予制度の拡充を行なってください。 

  ① 生保基準の 1.5 倍相当に設定するなど、保険税申請減免制度を拡充してください。 

 

 (7) 窓口負担の軽減制度(国保法 44 条)の拡充を行なってください。 

  ① 生保基準の 1.5 倍相当にするなど、医療費負担の軽減制度の拡充を行なってください。 

  ② 窓口負担の軽減制度が利用しやすいように、簡便な申請書に改めてください。 

  ③ 医療機関に軽減申請書を置き、会計窓口で手続きできるようにしてください。 

 

 (8) 国保税の徴収業務は、住民に寄り添った対応を行なってください 

  ① 住民に寄り添った徴収業務の対応を行ってください。 

  ② 給与・年金等の預貯金全額を差押えすることは憲法 29 条の財産権の侵害であり法令で禁

止されています。憲法 25 条の生存権保障の立場から最低生活費を保障してください。 

  ③ 業者の売掛金は運転資金・仕入代金・従業員給与ならびに本人・家族の生計費等にあてら

れるものです。取引先との信用喪失にもつながり事業そのものの継続を困難にするため、一

方的な売掛金への差押えはやめてください。 

  ④ 国民健康保険税の滞納の回収については、生活保障を基礎とする制度の趣旨に留意し、他

の諸税と同様の扱いではなく、当事者の生活実態に配慮した特別な対応としてください。 

 

 (9) 傷病手当金制度を創設してください。 

  ① 傷病手当金を創設し、被用者以外の方への支給について、財政支援するよう国・県へ要請

してください。 

② 傷病手当金制度を創設できない場合は、傷病見舞金制度を創設してください。 
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 (10) 国保運営協議会について 

  ① さまざまな問題を抱える国保事業の運営であるからこそ、市民参加を促進するために、委

員の公募が未実施の場合は、公募制としてください。また、公募制にできない理由を教えて

ください。 

  ② 市民の意見が十分反映し、検討がされるよう運営の改善に努力してください。 

 

 (11) 保健予防事業について 

  ① 特定健診の本人・家族の負担を無料にしてください。 

  ② ガン健診と特定健診が同時に受けられるようにしてください。 

  ③ 2024 年度の受診率目標達成のための対策を教えてください。 

  ④ 個人情報の管理に留意してください。 

 

 (12) 財政調整基金について 

    財政調整基金は、災害復旧、地方債の繰上償還その他財源の不足を生じたときのために基

金として積み立てきた住民の貴重な財産です。コロナ禍から昨年の物価高騰で暮らしと経

営が大きな打撃を受け、地域経済の疲弊が深刻になっている時だからこそ、基金を財源とし

て活用し、住民の暮らしと福祉を良くするために活用をお願いします。 

① 2023 年度(令和 5年度)の財政調整基金の金額を教えてください。 

② 国民健康保険は協会けんぽのように事業主負担がないことから高い保険税となっていま

す。引き下げるために、財政調整基金の活用をしてください。 

  

２２．．  後後期期高高齢齢者者医医療療ににつついいてて  

(1) 窓口負担 2割化により、受診抑制がおきており重症化につながります。中止するよう国に

要請してください。 

(2) 窓口負担 2割化に対して、独自に軽減措置を検討してください。 

 (3) 低所得(住民税非課税世帯など)の高齢者への見守り、健康状態の把握、治療の継続等の支

援を行ってください。 

 (4) 団塊の世代が 75 歳になり、健康づくりが重要となっています。健康長寿事業を拡充して

ください。 

 (5) 特定健診、人間ドック、ガン健診、歯科健診、難聴検査を無料で実施してください。 

（6） 加齢性難聴者への補聴器助成制度の創設を県、広域連合、国に求めてください。 

 

３３．．  地地域域のの医医療療提提供供体体制制ににつついいてて  

(1) 埼玉県において、医師・医療従事者不足が発生していることから、国および県に対して、

病院の統廃合・縮小をはじめ目的とする方針の撤回、そして、地域の公立・公的病院、民間病

院の拡充を求めてください。 

(2) 医師・看護師など医療従事者の離職防止、確保と定着、増員が可能となるように処遇改善

をはじめ、必要な対策や支援を行ってください。 

 



－ 76 －

要望書  5 

 

４４．．  新新たたなな感感染染症症にに備備ええてて、、住住民民ののいいののちちをを守守るるたためめにに安安心心ししてて医医療療がが受受けけらられれるるたためめにに  

 (1) 保健センターなどの人員体制を強化してください。 

 (2) 県に対して、保健所の増設や体制強化などを要望してください。 

  

 

２２．．  だだれれももがが安安心心ししてて介介護護ササーービビスス・・高高齢齢者者施施策策をを受受けけらられれるるたためめにに        

１１..  安安心心でで充充分分なな介介護護ササーービビススのの提提供供体体制制ををつつくくっっててくくだだささいい。。  

      厚労省の社会保障審議会は第９回介護保険事業計画では、要介護１・２の生活援助等サービ

スを市町村の「総合事業」に移行、ケアマネジメントに自己負担導入は先送りしましたが、所

得基準額の引き下げで利用料 2 割負担を実施しようとしています。介護保険制度創設の原点

に戻って、公的責任に基づく介護保障にするように県、国に求めてください。 

  

２２．．１１号号被被保保険険者者のの介介護護保保険険料料をを引引きき下下げげててくくだだささいい。。  

      物価高騰の中で、住民は困窮しています。保険料の見直しを行い、住民の負担軽減に努力し

てください。 

  

３３..  低低所所得得者者にに対対すするる自自治治体体独独自自のの介介護護保保険険料料減減免免制制度度をを拡拡充充ししててくくだだささいい。。  

      非課税・低所得者、単身者への保険料免除など大幅に軽減する減免制度の拡充を行なってく

ださい。物価高騰などさまざまな事由によって生活困難が広がっている現下の状況に対応し

て、低所得者の個々の状況に迅速に対応できる減免の仕組みとしてください。 

  

４４..  介介護護をを必必要要ととすするる人人がが安安心心ししてて介介護護がが利利用用ででききるるよよううににししててくくだだささいい。。  

  (1) 利用料限度額の上限を超えた分については独自に助成してください。 

 (2) 一昨年 8月に改訂された「特定入所者介護サービス費（補足給付）」について、負担が増

えた利用者に対して実態を把握し、利用抑制にならない対策を講じてください。 

  

５５..  看看護護小小規規模模多多機機能能型型居居宅宅介介護護、、小小規規模模多多機機能能型型居居宅宅介介護護、、ググルルーーププホホーームムににつついいてて、、食食費費とと

居住費の負担軽減など利用希望者が経済的に利用困難とならない助成制度を設けてください。 

  

６６..  訪訪問問介介護護事事業業所所のの実実態態をを調調査査しし支支援援ををおおここななっっててくくだだささいい。。  

  (1) 小規模事業の大半は赤字経営になっています。自治体として財政支援を行ってください。 

 (2) 新型コロナが５類にさがっても感染者は多く、感染防止対策として、介護事業所へのマス

クや衛生材料などの提供を自治体として実施してください。 

 (3) 介護従事者や入所・通所サービスなどの利用者へのワクチン接種の助成を創設してくださ

い。また、公費による定期的な PCR 検査等を実施してください。 

  

７７..  在在宅宅をを推推しし進進めめるる国国のの意意向向にに反反ししてて、、訪訪問問介介護護報報酬酬がが今今回回ママイイナナスス改改定定ととななるる予予定定でですす。。ヘヘ

ルルパパーー不不足足のの中中、、ヘヘルルパパーーのの離離職職やや小小規規模模のの訪訪問問系系ササーービビススのの閉閉鎖鎖がが懸懸念念さされれてておおりり、、利利用用者者

がが必必要要ななササーービビススをを受受けけらられれななくくななるるリリススククががああるるたためめ、、自自治治体体ととししてて改改善善ししててくくだだささいい。。  
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８８．．特特別別養養護護老老人人ホホーームムやや小小規規模模多多機機能能施施設設ななどどのの施施設設やや在在宅宅ササーービビススのの基基盤盤整整備備をを行行っっててくくだだ

ささいい。。  

９９..  地地域域包包括括支支援援セセンンタターーのの体体制制のの充充実実をを図図っっててくくだだささいい。。  

  

1100..  地地域域のの介介護護提提供供体体制制ににつついいてて、、介介護護福福祉祉士士・・ヘヘルルパパーーななどど介介護護福福祉祉従従事事者者のの離離職職防防止止、、確確保保

とと定定着着、、増増員員がが可可能能ととななるるよようう必必要要なな対対策策やや支支援援をを行行っっててくくだだささいい。。  

介護支援専門員の確保が困難になり、ケアマネ難民が発生している実態があります。県独自の処

遇改善制度の創設を県に要請してください。また、資格更新受講料負担など介護支援専門員の安定

的な確保に向けての施策を検討して下さい。（東京都では独自の処遇改善手当として月額 2 万円

手当あり） 

 

1111..  ヤヤンンググケケアアララーーににつついいてて  

   埼玉県はヤングケアラー条例が 2020 年 3 月 31 日に制定し、予算を取り支援策を具体化し

ている自治体では、実態調査やアンケート、また、小中学生からの要望出してもらうなど開始

しています。貴市町村のヤングケアラー支援に関する施策を教えてください。 

  

1122..  保保険険者者機機能能強強化化推推進進交交付付金金（（イインンセセンンテティィブブ交交付付金金））をを廃廃止止しし、、誰誰ももがが必必要要なな介介護護（（予予防防））

ササーービビススをを利利用用ししななががらら、、そそのの人人ららししくく生生活活すするるここととががででききるるよよううなな介介護護保保険険制制度度ととななるるよよ

うう県県やや国国にに要要請請ししててくくだだささいい。。  

  

1133..  上上記記のの改改善善ををすするるううええでで、、利利用用者者のの負負担担増増ににななららぬぬよようう、、介介護護保保険険財財政政ににおおけけるる国国庫庫負負担担割割

合合をを大大幅幅にに引引きき上上げげるるよようう国国にに要要請請ししててくくだだささいい。。  

  

1144..  介介護護給給付付費費準準備備基基金金残残高高かからら 22002244 年年度度にに執執行行ししたた金金額額ははいいくくららでですすかか。。  

 

 

 

３３．．  障障害害者者のの人人権権ととくくららししをを守守るる                                        

１１．．  障障害害者者福福祉祉施施策策のの実実施施ににああたたっっててはは、、第第７７期期障障害害福福祉祉計計画画・・第第３３期期障障害害児児福福祉祉計計画画のの実実現現

をを目目指指すすととととももにに、、障障害害者者権権利利条条約約、、国国連連権権利利委委員員会会のの日日本本政政府府にに出出さされれたた総総括括所所見見、、骨骨格格提提

言言のの主主旨旨をを踏踏ままええ、、人人権権をを尊尊重重しし、、当当事事者者のの意意見見をを十十分分にに受受けけ止止めめててくくだだささいい。。  

  

２２．．  障障害害者者がが地地域域でで安安心心ししてて暮暮ららせせるるたためめにに、、予予算算措措置置ををししててくくだだささいい。。    

(1) 障害者地域生活支援拠点事業での実施した事業、今後の計画を教えてください。 

 (2) 施設整備については、独自補助の予算化を進めてください。 

 (3) 当該市町村内に、入所施設あるいは入所施設の機能を持った施設、グループホーム（重度

の障害を持つ人も含め）、在住する障害者の数を把握し、計画的な設置を要望します。市町村

での障害を持った方の暮らしの場の資源、支援が必要としている計画を策定してください。事
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業の推進に困難を抱えている場合は、その理由を教えてください。 

((44))  家家族族介介護護かかららのの脱脱却却をを図図っっててくくだだささいい。。点点在在化化ししてていいるる明明日日ををもも知知れれなないい老老障障介介護護（（８８００

歳歳のの親親がが５５００歳歳のの障障害害者者をを介介護護・・９９００歳歳のの親親がが６６００歳歳のの障障害害者者をを介介護護ししてていいるるななどど））家家庭庭にに

つついいてて、、把把握握ししてて、、緊緊急急にに対対応応ががででききるるよよううにに、、行行政政ととししててのの体体制制をを整整ええててくくだだささいい。。    

  

３３．．  障障害害者者施施設設のの職職員員不不足足はは、、常常態態化化ししてていいまますす。。市市町町村村ととししてて、、有有効効なな手手立立ててををととっっててくくだだささ

いい。。  

    ※人材紹介での求人は、多額の紹介料を必要とします。国や県へ、施策を要望するとともに、

相談窓口を設けるなど市町村で独自に職員確保のための施策を講じてください 

        

４４．．  重重度度心心身身障障害害者者等等のの福福祉祉医医療療制制度度をを拡拡充充ししててくくだだささいい。。        

  (1) 所得制限、年齢制限を撤廃すること。一部負担金等を導入しないでください。 

 (2) 精神障害者は１級だけでなく２級まで対象としてください。また、急性期の精神科への入

院も補助の対象としてください。 

 (3) 二次障害（※）を単なる重度化ととらえるのではなく、起因や治療など科学的な診断の中

で進行が抑えられるように、医療機関に啓発を行ってください。 

   ※脳性麻痺をはじめとする多くの身体障害者（他の障害も含まれます）は、その障害を主な

原因として発症する二次障害（障害の重度化）に悩んでいます。重度化する中で、苦痛とと

もに、日々の生活に困難が倍増し、不安と戸惑いが伴っています。保健、医療、福祉がそれ

に十分応えられていません。 

  

５５．．  障障害害者者生生活活ササポポーートト事事業業、、福福祉祉タタククシシーー事事業業ににつついいてて  

  ((11))    障障害害者者生生活活ササポポーートト事事業業  

①未実施市町村は、県単事業の障害者生活サポート事業を実施してください。実施していない理

由を教えてください。 

 ②実施市町村は利用時間の拡大など拡充してください。 

 ③ 成人障害者への利用料軽減策を講じるなど、制度の改善を検討してください。 

   移動の自由を保障する制度です。市町村事業になり、市町村格差が生まれています。 

  ((２２))    福福祉祉タタククシシーー事事業業  

①初乗り料金の改定を受けて、配布内数を増加してください。利便性を図るため、１００円券

（補助券）の検討を進めてください。 

 ② 福祉タクシー制度やガソリン代支給制度は３障害共通の外出や移動の手段として介助者付

き添いも含めて利用できること。また、制度の運用については所得制限や年齢制限などは導入

しないようにしてください。  

（（３３））両両事事業業とともも地地域域間間格格差差をを是是正正すするるたためめにに、、県県へへ働働ききかかけけ、、県県のの補補助助増増額額やや県県のの補補助助事事業業とと

ししてて、、復復活活すするるここととををめめざざすすよよううににししててくくだだささいい。。  

  

６６．．災災害害対対策策のの対対応応をを工工夫夫ししててくくだだささいい。。      

  (1)避難行動要支援者名簿は手上げ方式ですが、希望しなくても必要な人、家族がいても、希望

する人は加えてください。登載者の避難経路、避難場所のバリアフリーを確認してください。 
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 (2) 福祉避難所を整備し、直接福祉避難所に入れるように登録制など工夫してください。 

 (3) 避難所以外でも、避難生活（自宅、車中、他）している人に、救援物資が届くようにして

ください。 

 (4) 災害時、在宅避難者への民間団体の訪問・支援を目的とした障害者の名簿の開示を検討し

てください。 

 (5) 自然災害と感染症発生、また同時発生等の対策のための部署をつくって下さい。保健所の

機能を強化するための自治体の役割を明確にし、県・国に働きかけてください。 

 

７７．．新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染防防止止対対策策のの徹徹底底とと財財政政のの後後退退ななくく、、物物価価高高へへのの補補助助金金のの増増額額継継続続をを。。  

   (１) アルコール消毒、マスクなど衛生用品を障害者施設に配布してください。安定供給にす

るための手立てを行ってください。 

（２）入院し、治療できるように、医療機関に周知してください。 

（３）障害者への優先接種を継続して行ってください。ワクチン接種は日ごろから利用してい

る場所で行えるようにしてください。 

（４）物価高によって、事務所維持経費が増大しています。障害者施設に補助金の増額、継続

をしてください。 

  

８８．．難難病病患患者者のの就就労労をを進進めめててくくだだささいい。。  

埼玉県内の市町村においても手帳のない難病患者を積極的に雇用していただきたくお願いい

たします。また、今後の為に差支えなければ、現在難病患者を雇用している場合はその現状を、

また雇用していない場合はその理由を具体的にお聞かせください。 

 

※2022 年 12 月県定例会の知事回答で、大野知事が埼玉県として手帳のない難病患者を採用す

ることを明言し、令和 5 年度から県の組織「スマートステーション flat」（令和 2 年 4 月 1 日

開設）で、障害者枠外の手帳のない難病患者も採用することになりました。 

また、埼玉県産業労働部雇用労働課でもチラシを作成し、少しの配慮で働ける難病患者がいる

ことを、人材を探している企業向けに周知しています。 

そのような状況下、難病は指定難病だけでも 388 疾患あり病態も様々で、障害者手帳の所持者

はその半分程度となっている。手帳がない難病患者は、障害者総合支援法の対象であるにもかか

わらず、障害者雇用推進法では対象外のため障害者枠で応募ができません。 

 

４４．．  子子どどももたたちちのの成成長長をを保保障障すするる子子育育てて支支援援ににつついいてて                              

【【保保  育育】】  

１１．．  公公立立保保育育所所又又はは認認可可保保育育所所のの拡拡充充でで、、待待機機児児童童をを解解消消ししててくくだだささいい。。  

((11))  待待機機児児童童のの実実態態をを教教ええててくくだだささいい。。  

  ① 潜在的な待機児童も含め希望したのに認可保育所に入れない待機児童数(4/1 時点)の実

態を教えてください。 

  ② 既存保育所の定員の弾力化（受け入れ児童の増員）を行なった場合は、年齢別の受け入れ

児童総数を教えてください。 
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 ((22))  待待機機児児童童解解消消ののたためめにに、、公公立立保保育育所所又又はは認認可可保保育育所所をを増増設設ししててくくだだささいい。。  

  ① 待機児童解消のための対策は、公立保育所の維持と認可保育所の増設を基本に整備をす

すめてください。 

  ② 育成支援児童の受け入れ枠を増やして、補助金を増額し必要な支援が受けられる態勢を

整えてください。 

  ③ 認可外保育施設が認可施設に移行する計画の場合は、施設整備事業費を増額して認可保

育施設を増やしてください。 

  

２２．．  子子どどもものの命命をを守守るるたためめににもも、、一一人人ひひととりりのの気気持持ちちにに寄寄りり添添いい成成長長発発達達にに必必要要なな支支援援をを行行うう

たためめににもも、、少少人人数数保保育育をを実実現現ししててくくだだささいい。。  

      ５類に移行しましたが、コロナ感染を防止するためには、保育する子どもの人数を少なくし

て密を避けることが必要です。また、一人親家庭など困難を抱える家庭や児童が増えている

中、きめ細かい支援を少人数保育の中で行うためにも各園に数名の保育士を増やしてくださ

い。 

 

３３．．  待待機機児児童童ををななくくすすたためめにに、、ままたた子子育育てて家家族族のの生生活活をを支支ええるる保保育育所所等等のの機機能能のの重重要要性性をを踏踏まま

ええてて、、そそのの職職責責のの重重ささにに見見合合っったた処処遇遇をを改改善善しし、、増増員員ししててくくだだささいい。。 

  待機児童を解消するためには、保育士の確保が必要です。保育士の離職防止も含めて、自

治体独自の保育士の処遇改善を実施してください。また、75 年ぶりに「１歳児及び４、５

歳児の配置基準が改善されるたたき台」が出されましたので、早期に保育士の補充ができる

ようにしてください。 

 

４４．．  保保育育・・幼幼児児教教育育のの「「無無償償化化」」にに伴伴っってて、、給給食食食食材材費費のの実実費費徴徴収収ななどどがが子子育育てて家家庭庭のの負負担担増増にに

ななららなないいよよううににししててくくだだささいい。。 

   消費税は生活必需品に一律にかかる税で、所得が低い人ほど負担割合が高くなる特徴を持

った税制度であり、保育料が高額である０歳～２歳児の世帯は消費税だけがのしかかること

になります。県内では子育て支援政策として０歳～２歳児の保育料を無償化にする自治体が

増えました。また、３歳児以上児の実費徴収となっている給食費においても自治体負担によっ

て無償化される地域が増えています。物価高騰や生活に見合わない給与によって、保育料や給

食費が保護者の大きな負担となっています。地域の子育てを手厚くするためにも、少子化対

策、子育て支援政策として、保護者の負担軽減のために積極的に取り組んでください。また、

県に対して意見書をあげるなどの働きかけを行ってください。  

(1) 0 歳～2歳児の保育料を無償化、大幅に軽減してください。 

(2) 給食費食材費(副食費)を無償化してください。 

 

５５．．  22002244 年年度度よよりり試試行行的的事事業業がが試試行行さされれ、、22002266 年年度度ににはは本本格格実実施施がが予予定定さされれるる『『子子どどもも誰誰ででもも

通通園園制制度度（（乳乳児児等等通通園園支支援援事事業業））』』はは、、親親のの就就労労にに関関係係ななくく００歳歳～～２２歳歳児児のの子子どどももをを対対象象にに

定定期期利利用用及及びび、、自自由由利利用用ななどどニニーーズズにに合合わわせせ保保育育をを利利用用すするるここととがが可可能能なな制制度度でですす。。自自由由

利利用用はは利利用用者者のの居居住住すするる自自治治体体をを超超ええてて全全国国のの施施設設をを１１時時間間単単位位でで利利用用ででききるる仕仕組組みみととなな

っってておおりり、、子子どどもものの状状況況がが十十分分にに把把握握さされれなないいまままま、、保保育育をを利利用用さされれるるここととがが懸懸念念さされれてて
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いいまますす。。子子どどもものの命命がが危危険険ににささららさされれるる可可能能性性とと、、子子どどももににととっってて見見知知ららぬぬ人人やや場場所所にに預預

けけらられれるる不不安安をを考考慮慮すするるとと、、導導入入ににはは慎慎重重ににななるるべべききとと考考ええまますす。。  

(1) 誰でも通園制度の実施にあたり、自治体の考えを教えてください。 

(2) 事業を実施するのであれば、保育士の増員、設備等の環境の整備を予算化してください。  

 

６６．．  保保育育のの質質のの低低下下やや格格差差がが生生じじなないいよよううにに、、公公的的責責任任をを果果ししててくくだだささいい。。  

   すべての子どもが平等に保育され、成長・発達する権利が保障されなければなりません。そ

のためには国や自治体などの公の責任が必要不可欠です。昨年度の法改正で認可外保育施設

については、５年間は基準を満たさない施設も無償化の対象となります。自治体独自の基準を

設けて厳格化し、安心安全な保育が実施されなければならないと考えます。 

(1) 研修の実施や立ち入り監査など、指導監督に努めてください。 

(2) 保育所の統廃合や保育の市場化、育児休業取得による上の子の退園などで保育に格差が生

じないよう必要な支援を行なってください。 

(3) 児童数の定員割れ（特に０歳児など）については、いつでも定員までの受け入れを可能と

する保育士の確保のため、在籍人数ではなく定員に対して委託費を出してください。 

 

【【学学  童童】】  

７７．．  学学童童保保育育をを増増設設ししててくくだだささいい。。  

学童保育の待機児童を解消し、必要とするすべての世帯が入所できるようにするために、「1支

援の単位 40 人以下」「児童 1人当たり 1.65 ㎡以上」の適正規模の学童保育で分離・分割が図れ

るように予算を確保して援助して下さい。 

  

８８．．  学学童童保保育育指指導導員員をを確確保保しし、、処処遇遇改改善善をを行行っっててくくだだささいい。。  

厚生労働省は学童保育指導員（放課後児童支援員）の処遇改善を進めるために「放課後児童支

援員等処遇改善等事業」「放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業」を施策化しています

が、県内で申請している市町村は、「処遇改善等事業」で 46 市町(63 市町村中 73.0％)、「キャリ

アアップ事業」で 36 市町（同 57.1％）にとどまっています。指導員の処遇を改善するため、両

事業の普及に努めてください。  

併せて、令和 6年度の国の新規「常勤支援員２名複数配置」補助を施策化してください。  

 

９９．．  県県単単独独事事業業ににつついいてて  

県単独事業の「民営クラブ支援員加算」「同 運営費加算」について、「運営形態に関わらずに、

常勤での複数配置に努める」（※「県ガイドライン」）立場から、公立公営地域も対象となるよう

に改善してください。 

 

【【子子どどもも・・子子育育てて支支援援ににつついいてて】】  

1100．．  子子どどもも医医療療費費助助成成制制度度のの対対象象をを拡拡大大ししててくくだだささいい。。  

  (1)  埼玉県は通院については小学校３年生まで、入院については中学卒業までの医療費助成

の現物給付を 2024 年４月から実施されました。現物給付の対象年齢を 18 歳までに拡充して

ください。 
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(2) 国に対して、子ども医療費無償化の制度をつくってくれるように要請してください。 

 (3) 県に対して子ども医療費無償化の年齢を 18 歳まで引き上げるように要請してください。 

  

1111．．  子子育育てて支支援援をを拡拡大大ししててくくだだささいい。。  

(1)  国民健康保険の保険税の子ども(18 歳以下)の均等割金額相当の財政支援をしてください。 

(2) 小・中学校給食を安全な地元農産物の活用と無償化にしてください。 

(3) 就学援助基準額を引き上げてください。小中学校の児童生徒のいる家庭に周知してくださ

い。就学前にも周知してください。 

      

 

５５．．  住住民民のの最最低低生生活活をを保保障障すするるたためめにに                                                  

１１．．  困困窮窮すするる人人ががたためめららわわずずにに生生活活保保護護のの申申請請ががででききるるよよううににししててくくだだささいい。。  

      厚労省はホームページに「生活保護を申請したい方へ」の項目に、「生活保護の申請は国民

の権利です」と説明するとともに、扶養義務者の扶養は保護に優先しますが、例えば、同居し

ていない親族に相談してからでないと申請できないことはない。住むところのない人、持ち家

のある人でも申請できることを明記しています。市町村においても、わかりやすく申請者の立

場に立って、市の広報に記載するとともに、チラシやポスターを作成してください。 

 

２２．．  生生活活保保護護をを申申請請すするる人人がが望望ままなないい「「扶扶養養照照会会」」はは行行わわなないいででくくだだささいい。。  

      厚生労働省は田村前厚労大臣の答弁を受けて、2021 年 3 月 30 日付で事務連絡を発し、生活

保護問答集を改正。要保護者の意向を徹底し、照会の対象となる扶養義務者の「扶養義務履行

が期待できない者」には行わないとしました。厚労省、埼玉県の通知（R5 年）にそってしお

りを改訂してください。貴福祉事務所でも、申請者が望まない扶養照会を行わないよう徹底し

てください。 

 

３３、、保保護護決決定定はは２２週週間間以以内内をを徹徹底底ししててくくだだささいい。。ままたた、、決決定定後後はは速速ややかかにに保保護護費費をを支支給給ししててくくだだ

ささいい。。  

  

４４．．  決決定定・・変変更更通通知知書書はは、、利利用用者者がが自自分分でで計計算算ででききるる分分かかりりややすすいいももののににししててくくだだささいい。。  

     決定・変更通知書は 5 種の扶助が記載されるのみで非常にわかりづらく、福祉事務所でも

ミスが生じる原因になっています。国は全国一律でシステムの改定を行っていますが、それで

良しとすることなく、利用者本人も確認できる、自治体独自の記載欄を設けてください。 

 

５５．．  ケケーーススワワーーカカーーのの人人数数がが標標準準数数をを下下回回ららなないいよよううににししててくくだだささいい  

      厚労省が示す標準数を下回る福祉事務所が多くあり、これがケースワーカーの過重労働や、
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保護利用者に適切な対応ができない原因となっています。社会福祉主事の有資格者を採用す

るとともに、十分な研修を行って、不勉強による利用者への人権侵害や不利益な指導が行われ

ないようにしてください。 

  

６６．．  無無料料低低額額宿宿泊泊所所へへのの入入居居をを強強制制ししなないいででくくだだささいい  

      居宅が決まっていない申請者に「無料低額宿泊所に入所しないと生活保護は受けられない」

と指導する事例がいまだに多発しています。申請者の意向を無視する無低への強要は生活保

護法違反であり、行わないようにしてください。また、入所者が転出を希望する場合は、その

希望を優先し、一時利用にふさわしい運用をしてください。 

  

７７．．  熱熱中中症症かかららいいののちちをを守守るるたためめにに国国にに対対ししてて夏夏季季加加算算をを要要望望ししててくくだだささいい。。ままたた、、制制度度がが創創

設設さされれるるままででのの間間、、エエアアココンンののなないい低低所所得得世世帯帯にに、、自自治治体体ととししててエエアアココンン設設置置代代とと電電気気代代補補助助

をを実実施施ししててくくだだささいい。。  

  

８８．．  生生活活困困窮窮者者自自立立支支援援事事業業はは、、生生活活保保護護申申請請をを阻阻害害ししなないいよよううにに留留意意しし、、充充実実ををははかかるるとととと

ももにに、、地地域域のの生生活活困困窮窮者者のの状状況況をを把把握握しし、、生生活活保保護護申申請請にに漏漏れれががなないいよよううにに努努めめててくくだだささいい。。  

  

９９、、医医療療をを受受けけるるたためめにに移移送送費費がが出出るるここととをを教教示示しし、、請請求求さされれたたももののはは全全額額支支給給ししててくくだだささいい。。  

  

以上 

 

ご協力ありがとうございました。 
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22002244 年年  自自治治体体要要請請キキャャララババンン行行動動  懇懇談談事事項項  
 

2024 年５月 23 日 

埼玉県社会保障推進協議会 

１１．．だだれれででももがが安安心心ししてて医医療療がが受受けけらられれるるたためめにに                    

 (1) 「第３期国保運営方針」の見直しを県に求めてください。 

加入する医療保険制度によって保険料・税の自己負担が違うことこそ不平

等であり、国保は憲法 25 条に基づく社会保障制度の一環です。国の施策の足

りない部分について自治体が負担の格差是正をしています。「第 3期国保運営

方針」は、「高すぎる保険税」となり、住民がいつでも、どこでも安心して医

療が受けられる体制が後退をしていきます。 

 (2) 物価高騰で困窮する中で、国保加入世帯への市町村独自の軽減・減免制度

(条例)を阻害することのように国及び県に対して要請を行ってください。 

 (3) 住民に寄り添った国保税の徴収を行なってください。また、税金や国保税
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ださい。 

 

 

２２．．だだれれももがが安安心心ししてて介介護護ササーービビスス・・高高齢齢者者施施策策をを受受けけらられれるるたためめにに  
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に県、国に求めてください。 

 (2) 高齢者施策の拡充を 

①加齢性難聴者への補聴器助成制度の創設とすでに制度がある自治体は拡充

をしてください。また、県、広域連合、国に求めてください。 

 

 

３３．．障障害害者者のの人人権権ととくくららししをを守守るる                                  

  (1) 障害者がそれぞれの地域で安心して生活し続けるために 

①障害者地域生活支援拠点事業を計画実施する上でも、相談体制、緊急一時保

護施設をはじめ、グループホーム・入所施設（機能を有するもの）が地域にあ

る、一人での暮らしも、住宅確保、ヘルパー派遣など、支援体制がある、その

ような地域で安心して暮らせる社会資源の拡充を進めてください。それを支

える人材の確保が十分であること。 

②コロナの感染対策が５類に移行されましたが、医療面、物資面での継続した
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懇談事項 2 

支援をしてください。また、物価高によって、事務所維持経費が増大していま

す補助金の増額と継続をしてください。 

 

 

４４．．子子どどももたたちちのの成成長長をを保保障障すするる子子育育てて支支援援ににつついいてて                

 (1) 子どもの命をまもるためにも、一人ひとりの気持ちに寄り添い成長発達に

必要な支援や、困難を抱える家庭や児童へのきめ細かい支援が必要となって

います。また、子育て家族の生活を支える保育所等の機能の重要性を踏まえ

て、その職責の重さに見合った保育士の処遇改善や増員が急務となっていま

す。 

①子どもの命を守るために、小人数保育の実施ができるよう保育士の確保、その

ための、処遇改善などの対策を行ってください。 

 ②保育環境を常に点検し、安全、安心の保育が提供できるよう、公立保育所の拡

充や環境整備の予算を十分に確保することなど体制を整えてください。 

 ③保育園・幼稚園・小、中学校の給食費を無償にしてください。 

④「子ども誰でも通園制度（乳児等通園支援事業）」の実施にあたり、考えを教

えてください。 

 

(2) 学童保育指導員を確保し、処遇改善を行ってください。併せて、令和 6 年

度の新規「常勤支援員の複数配置」補助を施策化してください。 

 

(3) 就学援助基準額を引き上げてください。小中学校の児童生徒のいる家庭に

周知してください。就学前にも周知してください。 

 

５５．．住住民民のの最最低低生生活活をを保保障障すするるたためめにに                              

 (1) 困窮する人がためらわずに生活保護の利用を申請できるようにしてくだ

さい。 

 (2) 厚労省、埼玉県の通知にそって「しおり」を改訂してください。 

(3)  保護決定は２週間以内を徹底してください。また、決定後は速やかに保護

費を支給してください。 

(4) 厚労省はホームページに「生活保護の申請は国民の権利です」と明示し

ております。同居していない親族に相談してからでないと申請できないとい

うことはありません。また、住むところのない人、持ち家のある人でも申請

できることを明記しています。市町村においても、わかりやすく申請者の立

場に立って、市の広報に記載するとともに、チラシやポスターを作成してく

ださい。 

以上 



－ 86 －

2024 年 5 月 31 日 

埼⽟県知事 ⼤野元裕 殿 
埼玉県社会保障推進協議会 

会長 柴田泰彦 

国国民民健健康康保保険険のの拡拡充充とと「「第第３３期期国国保保運運営営方方針針」」のの見見直直ししをを求求めめるる要要望望書書  

日頃から、県民のいのちと暮らしを守るためご尽力されていることに敬意を申し上げます。 

今年で 31 年目を迎える埼玉県社会保障推進協議会の「自治体要請キャラバン」は、7月 9

日から 19 日まで、32 コース 63 市町村と懇談を予定しております。要請キャラバンに先立

って、「事前アンケート」を市町村のご協力を得て集計が終了いたしました。集計の結果か

らですが 2024 年度(令和 6年度)は、35 自治体で保険税の引き上げ、28 自治体で現状維持と

いう状況です。国民健康保険の財政が都道府県に移管されて、6年となり今年で 7年目に入

りますが、「第 3 期国保運営方針」により、保険税が急速に引き上がってきています。国保

加入世帯の中で、過半数を超える低所得者の方々は、物価高騰により、生活が困窮していま

す。これ以上の国保税の引き上げは、死活的な状況を招いていきます。保険税が高くなり、

体調が悪くても病院に行くのも躊躇することで、手遅れ受診が発生をしています。 

国民健康保険制度は、誰もが安心して医療が受けられる国民皆保険制度の基盤として重要

な役割を果たしてきています。また、（制度の性質上）年齢構成が高く医療費が高水準とな

る一方で、被保険者の所得水準が低いことから保険税の負担が重くなってしまう構造的課題

を抱えています。 

こうした中で、昨年、埼玉県では「第 3期国保運営方針」が承認され、負担と給付の公平

性を押し付けられる中で、運営実施者の市町村が苦慮しながら、保険税の改定(引き上げ)を

はじめ、滞納者対策、健康事業などを担っています。今後も、高度な医療の普及や高齢化に

より、医療費の更なる増大が見込まれます。誰もが「払える保険税」にするために、県とし

ても更なる財政支援と各自治体が独自におこなっている減免制度をはじめ、下記事項につい

て特段の措置を講じられるよう強く要望いたします。 

 

記記  

１１．． 保保険険税税水水準準のの統統一一にに向向けけてて「「高高すすぎぎるる保保険険税税」」ととななりり、、安安心心ししてて医医療療機機関関にに受受診診

すするるここととががででききまませせんん。。第第 33 期期国国保保運運営営方方針針をを「「払払ええるる保保険険税税」」ににすするるたためめにに見見

直直ししててくくだだささいい。。  

２２．． 保保険険税税引引きき下下げげるるたためめにに、、県県ととししてて均均等等割割りりのの軽軽減減ままたたはは、、ななくくすすよようう検検討討ししてて

くくだだささいい。。ままたた、、子子どどもも均均等等割割ををななくくすすよよううにに国国にに求求めめててくくだだささいい。。  

３３．． 「「埼埼玉玉県県でで検検討討ししてていいるる減減免免制制度度にに、、子子どどもも均均等等割割減減免免制制度度、、低低所所得得者者減減免免制制度度

をを導導入入ししててくくだだささいい。。」」  

４４．． 現現行行健健康康保保険険証証ででもも受受診診ででききるるここととをを周周知知ししててくくだだささいい。。  

以上  

２０２４年キャラバン自治体担当者/懇談会場等　一覧

2024年5月31日

コース 市町村名 自治体担当者 連絡先 懇談会場

1 さいたま市
保健衛生局保健部保健衛生総務課（総務
係）清水

048-829-1293 プリムローズ有朋　カトレア　定員　70名

7月9日 2 久喜市 社会福祉課 土屋 0480-22-1111 ふれあいセンター久喜　会議室１～５　定員人数　１２０人

火 2 幸手市
幸手市社会福祉課の関野　(ウェルス内
TEL0480-42-8435）

0480-43-1111
幸手市保健福祉総合センター（ウェルス幸手）第１会議室
会場定員人数４８人

3 川越市
市民部広聴課（本庁舎3階）加治
（直）224-5011

049-224-8811
第１委員会室（川越市役所本庁舎７階）
（社保協参加30名可能）

3 川島町
秘書室　大河原　049-299-1751（秘書室
直通）

0492-97-1811 役場２階大会議室　会場定員人数　　約60人

4 松伏町
総務課  総務秘書広報担当　大川
TEL:048-991-1898

0489-91-2711 町役場　本庁舎２階　２０１会議室　１００人

4 春日部市
総合政策部 シティセールス広報課 広報
広聴担当　大塚

048-736-1111 本庁舎会議室２０３　会場定員人数　３０　人

7月10日 5 富士見市
秘書広聴グループ　野崎　049-256-9187
（直通）

0492-51-2711 全員協議会室　会場定員人数　　１５～２０人

水 5 ふじみ野市
 広報広聴課 江沢
　（直）049-262-9003

049-261-2611

市役所本庁舎　２階　Ａ２０１会議室 会場定員人数　２０人
※今年度は広い会場が確保できず、会場はとても狭いです。
参加人数の協力をお願い。（市担当課から１０人参加予定で
す。１０人以内の参加をお願いいたします）

6 深谷市
秘書課　広聴係　本庄・川本　直通048-
574-6631

0485-71-1211 本庁舎　２階　２－４会議室　会場定員人数　５０人

6 熊谷市
市長公室広報広聴課　藤村　048-524-
1156（直通）

0485-24-1111 商工会館３階３号室　会場定員人数　４５人

7 桶川市
秘書室秘書広報課 広報・広聴係　永島 048-
788-4901(直通) 048-786-3211 役所会議室３０３、３０４定員人数１５人～２０人程度

7 北本市 共生福祉課　地域福祉・監査担当　宮部 048-591-1111
市役所３階 会議室３－Ｅ・Ｆ
会場定員人数 ６０人

8 長瀞町
健康福祉課福祉担当 山口 0494-69-1105
（直通）

0494-66-3111 役場　４階　全員協議会室　２０人

7月11日 8 皆野町
福祉課長 兼　地域包括支援センター所
長　青木

0494-62-1230 皆野町役場３階　３０１会議室定員人数３１人

木 9 毛呂山 秘書広報課 坂口 0492-95-2112 町役場２階　２０１会議室　会場定員人数　　３０人

9 越生町 総務課　庶務担当　坂口 049-292-3121 役場２０１会議室定員人数２０人（町職員を含む。）

10 滑川町
福祉課　社会福祉担当 金井　（直通）
0493-56-2056

0493-56-2211 滑川町役場２F　大会議室   会場定員数：９０名程度

10 嵐山町
地域支援課　村田　tel:0493-62-2152
（直通）

0493-62-2150 町役場204・205会議室　会場定員人数　15人

11 加須市
福祉部　地域福祉課　地域福祉担当　佐
藤

0480-62-1111
騎西文化・学習センター　キャスルきさい多目的室
会場定員人数　８０　人

11 鴻巣市 市長政策室 秘書課　野口 048-541-1321 1001会議室　定員10人（事務局除く）

12 杉戸町
住民協働課　住民協働　コミセン担当
中村

0480-33-1111 町役場　第一庁舎３階会議室　会場定員人数　30人

7月12日 12 宮代町 住民課　高橋 0480-34-1111 保健センター　２Ｆ会議室会場定員人数　５０人

金 13 三郷市
企画政策部 広報広聴課
山本　 048-930-7815（直通）

0489-53-1111
全員協議会室６０人　＊職員研修室（定員約３０人）に変更と
なる場合がありますので、その際は速やかに連絡いたしま
す。

13 八潮市
企画財政部　秘書広報課　広聴担当・広
報担当・シティセールス担当　紀伊
EL048(996)2047（直通）

0489-96-2111 市役所 3階 会議室3-4 定員人数 60 人

14 日高市
福祉子ども部生活福祉課
地域福祉担当　栗山

0429-89-2111
市役所５０１会議室　会場定員人数　　３２人　（説明員１４
人、社保協事務局含む）

14 飯能市
地域福祉課　赤木
042-986-5081（直通）

0429-73-2111 飯能市富士見地区行政センター集会室  定員人数１００人

２０２４年キャラバン自治体担当者/懇談会場等　一覧
　自 担当者 時 会場 確 だ 当 会な 進 打 合 お 加人数 域
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12 杉戸町
住民協働課　住民協働　コミセン担当
中村

0480-33-1111 町役場　第一庁舎３階会議室　会場定員人数　30人

7月12日 12 宮代町 住民課　高橋 0480-34-1111 保健センター　２Ｆ会議室会場定員人数　５０人

金 13 三郷市
企画政策部 広報広聴課
山本　 048-930-7815（直通）

0489-53-1111
全員協議会室６０人　＊職員研修室（定員約３０人）に変更と
なる場合がありますので、その際は速やかに連絡いたしま
す。

13 八潮市
企画財政部　秘書広報課　広聴担当・広
報担当・シティセールス担当　紀伊
EL048(996)2047（直通）

0489-96-2111 市役所 3階 会議室3-4 定員人数 60 人

14 日高市
福祉子ども部生活福祉課
地域福祉担当　栗山

0429-89-2111
市役所５０１会議室　会場定員人数　　３２人　（説明員１４
人、社保協事務局含む）

14 飯能市
地域福祉課　赤木
042-986-5081（直通）

0429-73-2111 飯能市富士見地区行政センター集会室  定員人数１００人

２０２４年キャラバン自治体担当者/懇談会場等　一覧
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15 上里町 総務課　秘書職員係　吉澤 0495-35-1221 教育委員会・行政委員会室　定員人数24人

15 神川町 保険健康課 宮下 0495-77ｰ2111 中央公民館講座室Ａ　会場定員人数　７２人

16 吉見町
総務課　総務課秘書人事係　松崎  0493
‐54‐1512(直)

0493-54-1511
町役場3階　中会議室　定員人数　20名(吉見町から出席予定
の5名を含む)

7月16日 16 東松山市
政策財政部 広報広聴課 小林 0493
（21）1410

0493-23-2221 総合会館３階３０４会議室　会場定員人数　７２人

火 17 坂戸市 広報広聴課　坂口　（内線165） 049-283-1331 市役所３０１・３０２会議室　会場定員人数　６０人

17 鶴ヶ島市 鶴ヶ島市福祉政策課　山崎 049-271-1111
鶴ヶ島市庁舎１階１０１、１０２会議室
会場定員人数　３０　人　（市職員が１０人程同席するため、
貴団体側の参加人数は、１８人程度でお願い。）

18 川口市 市民相談室 藤波 048-258-1110 青木会館　３階会議室　定員人数１００人

18 草加市
広聴相談課　蓮見　TEL　048-922-0566
（直通）

048ｰ922-0151
草加市役所本庁舎８階 災害対策室Ｂ
会場定員人数 ３２人

19 寄居町 総務課　庶務班　 相馬 0485-81-2121 役場６階会議室　定員人数４６人

19 横瀬町
横瀬町町民課　小泉
TEL　0494-25-0115

0494-25-0111
横瀬町役場３階　３０２・３０３　会議室
会場定員人数　　３０人

7月17日 20 志木市
共生社会推進課 障がい者支給グループ
櫻井

048-473-1111 いろは遊学館　ホール 会場定員人数１５０人

水 20 新座市
総合政策部秘書広聴課 長瀬 　048−477-
1488（直通）

048-477-1111 本庁舎５階　全員協議会室　定員人数７０人

21 小川町 政策推進課　栗原 0493-72-1221 小川町役場　大会議室　会場定員人数　３０人

21 東秩父村 住民福祉課    福島 0493-82-1226 役場　２階　新会議室　定員人数　１２人

22 越谷市 秘書課　増茂048-963-9111（直通） 048-963-9117
中央市民会館　４階　第15・16会議室
会場定員人数　約４０　人

22 吉川市 地域福祉課 高橋 048-982-5111 吉川市役所３階３０４・３０５会議室５４人

7月18日 23 入間市 福祉総務課　依田（内線1322） 0429-64-1111
入間市役所Ｃ棟５階　５０１会議室（暫定）
※会場の変更があった場合は、連絡します。
定員人数　１５０人

23 狭山市 企画財政部広報課　田中 04-2953-1111
市役所　６階　６０４会議室
定員人数３０人　１５名程度の出席でお願いいたします。

24 上尾市
広報広聴課　田中
048-775-4918（直通）

048-775-5111

上尾市役所７階大会議室定員人数　２０人。
現時点で業務の関係上子ども未来部保育課の担当職員の
出席が難しい状況です。該当部署がご要望内容の回答を担
当するか現時点で不明ですが、ご連絡いたします。

木 24 伊奈町 秘書広報課　後藤 048-721-2111 伊奈町役場３階の【全員協議会室】 定員３０名程

25 行田市 市民生活部　地域活動推進課　綿貫 0485-56-1111
行田市産業文化会館第２会議室（行田市本丸２－２０）会場
定員人数　４４人

25 羽生市 市民福祉部　国保年金課　国保係：松本 0485-61-1121
３０２会議室 会場定員人数　３０　人（うち羽生市側出席者数
１５名です）

26 秩父市
社会福祉課　田島　℡0494-25-5204(直
通

0494-22-2211
本庁舎　４階　第１・２委員会室
会場定員人数４０人

26 小鹿野町
福祉課　介護保険担当　設樂 0494-75-
4421

0494-75-1221
国保町立小鹿野中央病院２階　会議室
会場定員人数　１５人

27 蓮田市 福祉課 社会福祉担当　小杉 048-768-3111
蓮田市役所３階　３０３～３０５会議室
会場定員人数　１００　人

27 白岡市
経営企画部 企画政策課秘書室 空谷
/SORATANI

0480-92-1111 ４階　特別大会議室 定員人数　　５７人

7月19日 28 朝霞市 健康づくり課　白砂 048-465-8611 048-463-1111 別館２階　全員協議会室  会場定員人数　２６人

28 和光市
秘書広報課  広報広聴担当　関口
TEL048-424-9084（直通）

048-464-1111
和光市役所　６階　６０３会議室
定員人数　４５　人（市役所職員も含む定員人数です）

29 所沢市 市民部 市民相談課　吉内 04-2998-1111 市役所高層棟８階　大会議室　会場定員人数　２００人

金 29 三芳町 政策推進室 政策推進担当　萩原 049-258-0019 三芳町役場4階401会議室 会場定員人数　30人

30 ときがわ町 総務課 小林 0493-65-1521 就業改善センター３F集会室　会場定員人数２０人

30 鳩山町 町民健康課　清水 0492-96-1211
鳩山町役場　3階　305・306会議室
会場定員人数　　30人

31 蕨　市
秘書広報課　慶野　TEL:048-433-7702
（直通

048-433-7702
蕨市役所４F「大会議室」定員は50名。市役所側が20名参加
予定。要請団は「30名」まで

31 戸田市
健康福祉部　生活支援課 生活支援担当
横山

048-441-1800
市役所本庁舎１階南側休憩室 会場定員人数　３０人
※定員人数は本市の出席者数も含めますので、貴会の参加
者数は１５人以内としていただくようお願い申し上げます。

32 本庄市
保健部 保険課　久米   TEL：0495-25-
1116（直通)

0495-25-1111
本庄市役所６階　大会議室５０人
本市からは約２０人の出席を予定しています。

32 美里町
介護福祉課　中島
TEL： 0495-76-5132

0495-76-1111 役場内２０３会議室　定員30人
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